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　鳥取県公式ホームページ「とりネット」から、鳥取県中部地震に関する鳥取県知事の記者会見の記録について、主に
政策的な項目を一部抜粋して転載しました。（県による補記後の内容としています。）

 ■知事定例記者会見（平成28年11月1日）

１　鳥取県中部地震の被害状況及び復旧・復興への動き

２　り災証明の発行 

３　被災者住宅修繕支援金の財源及び義援金の使途 

４　被災者住宅修繕支援金の制度設計 

 ■知事定例記者会見（平成29年11月18日）

１　鳥取県中部地震から一カ月 

２　災害復興本部の立ち上げ 

３　住宅被害への支援、り災証明の発行状況 

４　中部地震をから見えた今後の課題 

 ■知事定例記者会見（平成28年1月4日）

１　福興元年 

２　とっとりで待っとりますキャンペーン 

３　鳥取県中部地震復興会議 

 ■知事定例記者会見（平成29年1月20日）

１　鳥取県中部地震の検証と今後の取組 

２　鳥取県防災及び危機管理に関する基本条例の改正 

３　地域防災計画の具体化に向けた取組 

 ■知事定例記者会見（平成29年4月19日）

１　鳥取県中部地震から半年 

２　鳥取県中部地震から半年を迎えての課題 

３　鳥取県中部地震からの福興に向けて 

 ■知事定例記者会見（平成29年10月17日）

１　鳥取県中部地震から一年、復興・福興に向けた歩み 

２　鳥取県中部地震から一年 

３　住宅再建支援金制度の期限延長 

４　住宅再建支援基金制度の検討 

 ■知事定例記者会見（平成30年1月18日）

１　鳥取県中部地震からの復興への対応 

２　生活復興支援チームの今後の予定等 

　　収録リスト
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知事定例記者会見（平成28年11月1日）

１　鳥取県中部地震の被害状況及び
　　復旧・復興への動き
●知事 
　皆さま、おはようございます。去る10月21日
午後２時７分、マグニチュード6.6の強い地震が
鳥取県中部を震源として発生をしました。以来、
県民挙げて、地域を挙げて、この復旧、復興に歩
み始めたところであります。初動におきまして
は、さまざまな関係者が大変な状況の中で、いわ
ば夜を徹して昼夜を分かたず作業をされたところ
でありますし、避難されるかたがたが3,000名に
も及んだところでございました。翌朝早くに何本
か私の携帯にも電話が入ってまいりましたが、地
元で行方不明になっていたお年寄りを発見したと
いう喜びの電話が、そういう中で印象的でありま
した。幸い人命にかかわることなく済んではおり
ますが、21名のけがをされたかたがいらっしゃ
います。今なお200名を越える避難者がそれぞれ
の市町村で身を寄せておられるという状況が続い
ております。

　被害の規模はかなり大きな規模であるといわざ
るを得ません。そういう中、特に住宅につきまし
ては、昨日［10月31日］段階で8,500棟の家屋被
害ということになっていますが、これはまだ増え
るだろうと思います。私ども災害対策の進め方と
して数を数えるということも確かに大事かもしれ
ませんが、それよりは目の前にいる困った人を助
けなければならない、避難所の開設であるとか、
そのための資材の調達、さらには被災した道路の
応急復旧、また、果実を初めとした農業被害、企
業のがんばりの支援、そうしたことを優先的にさ
せていただいておりまして、数字の方はまだあと
からついてくる状況で、被害の棟数も増えるかと
思います。現在まで３万枚を超えるブルーシート
がすでに交付済みでございます。このブルーシー
トの調達には熊本の被災地の方から7,000枚も私
どもの方に提供があるなど、各地の友情の支援が
本当に力強く私たちのところに届きました。人的
な支援としてもそうでありまして、発災直後から
徳島や兵庫などヘリコプターの応援が来たり、大
阪からは警察のヘリもやってきたわけでありまし
た。ＤＭＡＴの受け入れをさせていただきました
り、また、教育の支援、今も兵庫県の方から来て
いただいている、そういう状況もあります。

　このようにいたしまして、私ども地域の力、総
力を挙げて取り組んでおりますし、全国のかたが
たから大変な厚い人的、物的ご支援を賜りました
ところでございます。そうしたご支援に心から感
謝を申し上げたいと思いますし、必ずやこの鳥取
県中部地震から復旧、復興を果たしていくことを
県民とともにお誓いを申し上げたいと思います。
そういう中、どんどんと災害のフェーズ［段階］
は変わってきております。これまで鳥取県西部地
震など、鳥取県も地震を経験をしてまいりました
が、応急危険度判定につきましてはすでに終了を
しております。以前の鳥取県西部地震ですと、宅
地の［危険度］判定などひと月以上かかったもの
でありますけども、１週間程度で終えることがで
きました。その結果として292棟の危険な建物と
して立ち入りが制限された建物ができました。ま
た、210［件］の危険宅地が我々の方として把握
をしたところでございまして、注意を呼びかけて
いるところです。余震活動などの場合のことを考

えた上でのこういう緊急の応急危険度判定をまず
させていただいたところです。

　また、り災証明の受付につきましては、発災
３日後の日曜日から受付が開始をされていまし
て、やり方は各市町村若干の差異はありますけれ
ども、そうしたかたちでそれぞれのやり方でり災
証明の受付が始まっています。倉吉の場合はり災
証明の受付以前に家屋調査を登録してもらうとい
うやり方をしておりまして、これらを合わせます
と、すでに9,000件を超えるり災証明ないしそう
いう家屋調査の登録願い、そんな意味でり災証明
に向けてはすでに9,000件以上が、市役所、町役
場の方へ寄せられているという状況になっており
ます。それで、恐らくこれが災害支援のボトルネッ
クになる可能性がございます。と申しますのも、
り災証明が出て初めて、例えば税の減免措置であ
るとか、それから、業者への発注、業者に発注し
てそれでそれに対する行政の支援ということもあ
るわけです。

　税につきましては、昨日［10月31日］、県の方
の税金について私どもの通達と言いますか、取扱
いを、発出をさせていただきました。個人事業税
の減免措置、それから不動産取得税につきまして
は被災の程度に応じまして20％～ 100％の減免を
するという措置を発出したところです。こういう
ようなさまざまなことの対象となるためにり災証
明が必要にもなります。国税についてもそうです。
そして、県としては火曜日の日にすでに私どもの
方で措置を取らせていただきまして、先週、１週
間前になりますか、住宅については県の市町村と
の共同の基金を発動することと合わせて、一部損
壊のある程度、程度の小さなものについても５万
円以下の支援金を出しましょうという、そういう
制度を作ったわけです。国の住宅再建の支援も検
討してもらいたいと国に要望しておりますけど
も、国の方が例えその支援を行わないということ
になっても県は市町村と共同して支援をする、そ
のための予算を作らせていただきました。

　この予算に基づく補助を受けるためにはり災証
明ということがやはり前提にならざるを得ないも
のでございまして、そんな意味でもやはりこれが
優先して行わなければならないところでありま
す。市民・町民のり災証明を早くという非常にご
希望が強いところでございまして、それで、その
対策をしなければいけません。また、仮設住宅に
するのか、いわゆるみなし仮設と言われるような
既存の住宅を活用した住宅に入居してもらう、そ
ういう避難所後の生活ですね、生活づくりに着手
しなければなりません。こうした住宅対策が今い
ま急がれると思います。それで、恐らく今月［11
月］り災証明の山場になると思いますし、それか
ら来月［12月］くらいまでできれば年内に、雪
が降るような前に仮の住居に入っていただくみな
し仮設か、あるいは県営住宅等のそうしたところ
を提供する。あるいは仮設住宅が棟数として必要
ならばそれを建設して入居してもらうということ
を急がなければなりません。

　そこでまずは11月１日付けで鳥取県庁内に鳥
取県中部地震住宅支援本部を立ち上げることにい
たしました。り災証明ですとか、住宅の確保、こ
れを市町村、現場と共同してやっていくためにさ
まざまな隘路が生じると思います。それを機動的
に対処していくために部局横断的な本部を作り、
その本部長には生活環境部のくらしの安心局長を
指名しまして、また現地の中部の方の県税事務所

であるとか、そうしたところ等々一緒になりまし
て、従来のラインとあわせたそういう総合的な対
策の執行を図る部局を臨時に設置をすると、緊急
に設置をするということをやらせていただこう
と思っています。この新組織は今日［11月１日］
付けで、10名規模で発足をさせることにいたし
ました。また、各方面にいろいろお願いをしてき
ていたところでありまして、り災証明はどうして
も人材の確保が必要です。それで奈良県に参りま
したときに関西広域連合に出席をいたしました
が、そちらの方からぜひ送らせてくれという話が
ありました。明日［11月２日］から関西広域連
合の増強部隊が入って来ることになります。また、
政府の方にもり災証明の早期交付を安倍晋三内閣
総理大臣をはじめお願いをしたところでありまし
て、そちらの方での若干お声掛けもいただきなが
らではありますが中国地方知事会、四国知事会の
方から、今、応援の要請をさせていただいており
まして、これも今週中になんとか人を寄こしてい
ただくということをお願いをしております。

　もちろん県内の人材は活用しながら、それから
従来、その前の段階から宮城県であるとか、徳島
県それから三重県といったそうした重点的にうち
の方からお願いをした県からも派遣していただ
いています。これによりまして明日［11月２日］
以降、順次立ち上げていきますが、51チームの
り災証明対策チームを作りまして、市町村と共同
して市町村の方で要は指揮を取ってもらうかたち
になりますが、市町村の方に人材を送り込み、合
計51チームでり災証明を行っていくことといた
したいと思います。チーム的には約130名くらい
を、それを増強していくということでございまし
て、これによって私どもの気持ちとしては、市町
村によっていろんな事情がありますが２週間～３
週間程度でり災証明を上げてしまいたい、そうい
うスピード感のある対策をやっていきたいと思い
ます。

　前の鳥取県西部地震のときはり災証明の発行に
２カ月～３カ月時間がかかっております。また、
熊本県益城町でも、政府の応援を得ながらという
ことでありましたが30 ～ 35チームを編成をして
１カ月かかっています。それで、私どもとしては
それをさらにスピードアップするために、重点的
に災害対策の人材を投入をする、それで他県の応
援を求める、これに踏み切たいと思います。これ
によってその後それぞれのお家において自分の家
を直す、それでできれば雪に間に合えばという気
持ちもございますので、そういう被災者のお気持
ちにお応えをしてまいりたいと思います。また、
まずは県営住宅等で今募集をかけていますが、す
でに30名以上のかたの応募がございます。私ど
もの用意した数をオーバーすれば抽選等考えるこ
とになりますけども、こうしたかたがたには避
難所生活を早めに切り上げていただいて、そうし
た住宅に入っていただく。これは今週中に入居で
きるようになると思います。さらに、これ雇用促
進事業団の住宅がございます。これが80戸とか、
数十個単位で使えるんじゃないかと今精査をして
いるところでございまして、そうしたところも入
居できる住宅として使用可能ではないだろうか。
さらには民間のアパートなど、被災を免れている
ところなどをみなし仮設住宅として使う手もある
だろうと思います。

　今、倉吉市を初めとして被災地において避難所
でこれからどういうふうにされたいか、その希望
を聞いております。それで、こういう対策はそれ
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ぞれのご本人のお気持ちに応じた対応が必要に
なってくると思います。そういう意味で、そうし
たご希望を、集計をしながら、果たして仮設住
宅を早急に立てる必要があるのか、あるいは今の
既存の住宅で間に合わせて早めにそうしたところ
に、言わば畳の上で寝ていただけるような環境を
つくるのか、そこを早めに見極める必要があるか
なと思います。本日［11月１日］午後に、市長さん、
町長さん、被災地の皆さんと住宅対策で緊急にそ
うした話し合いをさせていただこうということに
なりました。今申し上げたような、り災証明の、
我々県として用意をした案があります。それか
ら、また市町村の方のいろんなご事情があると思
います。それで、これからの仮設住宅等へ向かう
方策なども含めて市町村と考え方をすり合わせを
して、こうした対策を速やかに本格化させる必要
があるだろうと思っております。そのことで今日

［11月１日］の午後話し合いをして、これからの
11月大切な月になると思いますので方向づけを
してまいりたいと思います。

　農家の皆さんの悩みは梨でございました。一気
に晩生の梨が落ちてしまった。特に王秋梨はもう
収穫時期を迎えていたということでありました。
幸い報道機関の皆さまにもこの被害の深刻さにつ
いてご報道いただきました。全国からも支援の話
がやってきました。東京の港区などで使おうとい
うお話であるとか、この落ちてしまった梨を売る
ということ、そうしたことが考えられました。そ
れで、私どもでもそれに協力をしながら、王秋梨
の販売、落ちてしまった梨の販売の促進を図って
まいりましたが、これがきちんと売れる、売れた
格好になりました、お陰さまをもちまして。大体
単価的に本来の値段の７割程度ぐらいの非常にご
配慮のあるお値段で消費者の皆さまにお買い上げ
をいただけたということになりました。本当に感
謝を申し上げたいと思います。さらに残った梨、
この手当が必要であります。この残った、地上に
残った梨の選果がいよいよ東郷の選果場、被災を
しましたけれども、昨日［10月31日］動き始め
まして、これ、いよいよ販売するという段になり
ました。私ども産地側としては、今回被害が大き
かったもんですから、できるだけ有利な販売につ
なげられればいいなということで、県も販売促進
の支援をしまして、今そうした有利販売の方策を
産地やあるいは農業団体の方で手配をいただきつ
つあります。

　東京の大手の百貨店であるとか、それから首都
圏の有名フルーツショップであるとか、そうした
ところで言わば縁起物の梨、場合によっては受験
生であればかつて台風19号災害のときに落ちな
いりんごで有名になりましたけれども、ああいう
ようなこともあるのではないだろうか、今その方
策を緊急に、今お話し合いをさせていただいてい
るところであります。こうしたかたちでできるだ
け農業被害をマイナスにはなっても食い止めて、
そして、全国の皆さまのお力をいただくことで農
家も、「よし、また来年生産しよう」と、そうい
う気持ちになっていただく、そんな方策が必要だ
と思います。また、農業の選果場であるとか、カ
ントリーエレベーター［穀物の貯蔵施設］といっ
たような、そういう諸施設の破損箇所等の、復旧
も必要でありまして、先般政府の方にも要請をさ
せていただきましたが、農林水産省側にも今後強
く働きかけをしていかなければならないと思いま
す。

　商工業につきましては、倉吉の商工会議所も元

の建物に戻られまして、通常の業務を始められま
した。信用保証協会も今ＮＴＴの倉吉の旧の庁舎
におきまして事業を再開をしております。徐々に
こうして中小企業の皆さまの支援体制が戻りつつ
あるところであります。県として中部地区でこの
被災地域に立地しておられました、主力50社の
緊急調査を昨日［10月31日］まで行いましたが、
９割の企業さんは再開、事業再開をしておられま
す。ただ、その再開の中身には限定的な操業であ
るとか、そうしたこともあります。やはり事業場
が被災をされてしまったということで、非常に深
刻な課題を抱える企業さんも出てきております。
私どもは先週用意をさせていただいた県の予算に
よりまして、無利子、無保証料による災害対策の
融資をさせていただくことといたしております
が、国の方でもこうしたことでスピーディーな対
応、あるいは支援策を考えていただけないだろう
かなというふうに考えておりまして、これは担当
部長ですね、政府の方に要請に行かせることにい
たしておりますし、今後も政府への働きかけをし
ていきたいと思います。

　それで融資はありますけども、ただやはり中小
企業、特に中小企業で資金的に融資を借りること
に躊躇される向きもあります。そういうことから、
現在県として県版の経営革新制度というのを制度
して持っております。それで、この県版経営革新
制度の運用としてですけども、こうした鳥取県中
部地震対策枠をこのたび作らせていただいて、そ
れで、県版経営革新のスキーム［仕組み］を使っ
て、この災害からの立ち直りにご支援申し上げ
る、これを考えていきたいと思います。これ今、
現在担当部局の方に指示をさせていただいており
まして、これ現計の予算でも対応可能になると思
いますので早急に取りかかってまいりたいと思い
ます。今回の被害8.88ha［ヘクタール］という農
地に広がりますし、また産業面でも厳しい爪痕が
残る結果となりましたが、それぞれの農家や企業
さんで頑張ってもらわなきゃいけないところであ
りますが、それをサポートしていく体制というの
が大事であります。今日［11月１日］の午後に
はこういう商工業関係でのサポートネットワーク
会議［第１回震災対策企業支援ネットワーク会議］
を倉吉で急遽開催をさせていただくことになり、
商工団体や関連団体に集まっていただいて、そう
した対策について現在用意しているもの、これを
周知徹底して活用してもらう。それから被害状況
に応じた今後の施策等が必要であれば国に要求し
たり、あるいは我々の方で用意をしたり、こうし
たことを考えていかなければならないと思ってお
ります。

　観光の風評被害と言われるものにつきまして
は、これ、昨日［10月31日］までに１万3,200泊
の延べ宿泊が消えて飛んでしまったということに
なりました。これはキャンセルの話でありまして、
さらに新規の予約等々となると本来入るべきもの
がというものもございます。ですから、結構ダメー
ジのあるかたちにこの災害がなってきているとい
うことです。県としても10月27日には安倍晋三
内閣総理大臣に対する要請活動も含めて東京でＪ
ＡＴＡ会［一般社団法人日本旅行業協会］と言わ
れる旅行業者の会や全日本空輸株式会社［ＡＮ
Ａ］さんなど要請活動をしたり、またその翌日の
28日には大阪においてキャンペーン［「とっとり
で待っとり（鳥）ます」鳥取県中部地震風評被害
払拭・被災生産者応援トッププロモーション］を
行ったりいたしました。おかげさまで報道機関の
皆さまもこうした鳥取県のがんばりを、ＰＲも電

波や紙面にも載せていただきまして、現状、旅館
さんから聞こえてきますのは、個人のキャンセル
がもうどんどん減っていったものが、今その勢い
が止まってきたというようなお話がおかげさまで
出てきております。ただ、本来入るべき予約がま
だ正直入ってきていない状況もあるということで
あります。

　ただ、旅館街に観光客の姿が戻り始めているの
は事実でありまして、キャンペーンを急遽打った
そうしたことでの効果は表れ始めているのかなと
思います。それで、旅行業者さんなどにも要請活
動をした結果として、今、既に株式会社ＪＴＢさ
んと株式会社日本旅行さんはそれぞれの会社のご
奉仕で鳥取県の支援をするということを組んでい
ただくことが決まりました。具体的にはお買い物
を宿泊先でされるときの買い物券であるとか、そ
れから宿泊割引を社として独自に設定をしていた
だく、こういうことも進んでくるようになりまし
た。本当にそうした業者に感謝を申し上げたいと
思います。また、ＪＴＢさんだとか、ＡＮＡさん
だとか、そうしたところにも特別の支援を呼びか
けているところでございますし、このほかにもそ
れぞれの旅館のサービスであるとか、何とか鳥取
の元気をアピールをして、また観光のお客さまに
来ていただく、そういう足が向く、そういう活動
につながればなと思います。

　この風評被害だけは私たちがいくら徹夜してが
んばっても結果が出ないところでありまして、全
国の皆さまが心を私たち被災地に向けてくださ
る、それで、足を向けてくださらないと、これは
変わらないわけであります。非常に難しい災害対
策の１つでありますけども、これに今、果敢に私
どももチャレンジしているとこでありまして、全
国のご理解とご支援をいただければと思います。
政府の方には安倍総理を初め、要路の方に今、例
えば「ふっこう割」といったような特別の観光風
評被害対策、そういうものを考えていただけない
だろうか、これをお願いをしているところであり
ますが、いずれにいたしましても11月、12月書
き入れ時でございまして、政府の対策が来ないか
ら何もしないということでは物事解決しませんの
で、私どもでできる範囲のことを今取り組み始め
ているところでございます。

　それから、義援金等で被災地の生活をされてい
るかたがたの手元のお金というのも、どうしても
必要になります。ぜひ、全国の皆さまからそうし
た善意のお心を寄せていただければありがたいと
思います。義援金等の窓口は県内にもできてきて
おりますし、口座も日本赤十字社鳥取県支部さん
等々開かれてきております。ここにいらっしゃる
放送局さんの中にも、そうしたことで義援金等を
開かれたところもございます。ふるさと納税の方
は昨日［10月31日］までにこの被災関係で3,100
万円お寄せをいただきました。400件を超える寄
付をいただいているところであります。今後とも
温かいご支援がいただけますようお願いを申し上
げてまいりたいと思います。

２　り災証明の発行
○記者
　先ほど、り災証明の発行業務をこれから迅速化
していくために本部を立ち上げてですね、人員も
他県からの応援を得てスピード感を持って取り組
むということでしたが、昨日の災害対策本部の幹
事会でも市町村側から意見が出ていましたが、非
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常に今回、支援金の新たな制度を作ったことで、
計算が非常に複雑化して時間がかかりそうだとい
うことで、それに対する対応ということを求めて
いらっしゃいました。これについては、今日の午
後の会議で、何か、知事の方からは解決策、提示
なさる予定でしょうか。

●知事
　実はり災証明書については、一次判定と二次判
定があります。これ、おそらく長年の災害対策
の知恵の中から育まれてきたものだと思います
が、まずは建物の外観に即して、その被災の程度
を判定をする、ここで被災されたかたがよしとさ
れれば、それでもう、すぐにり災証明が出せるこ
とになります。２次判定は家の中のことも含めて
もう一度精密な検査をして、それで具体的な数字
を弾いて何パーセントの被災というふうにしてい
く、その2段階の手続きになっています。それで、
今回先ほど申しましたように、既に9,000を超え
ている申請がございまして、恐らく1万を超えて
くるだろう。ですから、51チームというのは1万
1,000を想定をしながら、２、３週間で上げられ
るようなそういう規模感でかなり大がかりに設定
をさせていただいたわけであります。それで、こ
のチームが滞りなく、まずは一時審査をこの２、
３週間で効果を上げることが大事だと思っていま
す。それで、もし、そこで不服があればまた２次
審査の方を進めさせていただくわけでありますの
で、早めにもう復旧に着手したいご家族たくさん
いらっしゃると思いますが、そういうところはだ
いたい外観で見れば皆さんも現場に出られたら分
かると思いますけども、ここはこの程度の被災だ
なというのは、想像はつくわけでありまして、そ
うしたことで判断ができるわけです。

　それで、内閣府のマニュアルはかなり細かいマ
ニュアルになっている面がありまして、これは市
町村の自治事務でありますから、市町村側と実は
昨日までその判定の仕方も調整をさせていただい
ております。それで、ある意味スピーディーに判
定できる、そういうパターン化した判定方法とい
うものを採用して、それで早めにり災証明に結び
付けることができるように、その辺の工夫をさせ
ていただきました２次判定は詳細に、今、記者さ
んおっしゃるようなさまざまなことを含めながら
判定をしていくことになるのだろうと思いますけ
ども、まず1次判定を出させていただいて、それ
で急いで復旧にかかられたいお宅は多分多いと思
いますので、まずはそうして、ザアッと２、３週
間でローラーをかけて多くのかたに災害対策に着
手してもらおうと思います。ですから、そういう
意味である程度実質的なスピーディーに判断でき
る、鳥取県独自の判定基準、パターン化した判定
基準を採用しながら、１次判定に臨もうというふ
うに、今日また話合いをしてみたいと思っていま
す。

３　被災者住宅修繕支援金の財源及び
　　義援金の使途
○記者
　かなりこの被害申請の件数が増えていますけど
も、支援金、今回新たに設けたわけですが、財源
としては募金を当て込んでいるわけですが、募金
ですとか、ふるさと納税ですね、膨らんでいくこ
とで予算的には十分足りると見込んでおられるか
ということですね、それから他の震災等ではこの
義援金を住宅のみならず、被災されたかたにお渡
しするというようなこともあるわけですが、今回

そのようなことまでは想定はされてないんでしょ
うか。

●知事
　いや、そこは、まだ正直、未定の部分だと思い
ます。まだ、集め始めたばかりですからね、先ほ
ど申しましたように、今ふるさと納税も3,100万
程度集まっただけでありまして、これからどうな
るかということです。これは私の方の考え方とし
て申し上げれば、今とにかくその初動で動けるよ
うにしなきゃいけないことと、それから住民の皆
さまが不安に思っておられて将来設計がたたな
い。ですから、制度のスキーム［仕組み］をはっ
きりさせて、それで皆さまに自分の自宅の復旧な
どにかかっていただきやすくする。その意味であ
えて異例だと思いますけども、先週の火曜日の段
階で予算というかたちで成立をさせていただいた
んです。

　これ、お約束したことはお約束したことであり
ますので、予算枠が足らなくなったからといって
打ち切るつもりはありません。11月補正以降必
要額については補正をしていくと思います。ただ、
そこに収まるかどうか、ちょっとなかなか私自身
はもともと職員の皆さんに申し上げて、こんなん
で足りるのと言っていた方でありまして、それは
また増えてくれば、鳥取のやり方ですけども、従
来からやっているように必要額があれば補正をし
ていくというやり方をしていきたいと思います。
それで、財源がそういうふうに充てられているの
は、これは大分県を参考にしているわけでありま
して、大分県が今回の熊本地震にあたって、住宅
の一部損壊、私どもは20％～ 10％の幅のところ
は30万円というきちんとした支援に乗せるわけ
でありますけども、大分県はそこのところも含め
て一部損壊について５万円の支援金を出すという
ことを発表されました。この財源が義援金になっ
ていたということでありまして、恐らくある程度
義援金が集まった状況もあったんだろうと思いま
す。それで、我々として、そこの義援金が届かな
かったら、それやらないということにはならない
と思っています。

　ですから、そこは、もし足らないということで
あれば、それはまた当然ながら一般財源等で財源
を振り替えまして最終的には決算を打つというこ
とになると思います。ただ、今回私どもとしては、
全国からの応援も呼びかけてできるだけ多くのふ
るさと納税や義援金を集めさせていただければな
と思っていまして、そこでもちろん義援金のとこ
ろは、共同募金会等との話し合いで決めていくわ
けでありまして、使途については。ですから、住
宅だけに充てるというものでも多分ないと思いま
す。そういうものをいろいろとやりながら、全体
として工夫をしながら、大分県は多分、要は５万
円、住宅に配りますよというところを補償された
んだと思うんですよね。それで、そこのところの
補償としては、私どもは５万円の補償をしましょ
うということでありまして、義援金の如何にかか
わらず最終的には調整をさせていただきたいと
思っています。

４　被災者住宅修繕支援金の制度設計
○記者
　支援金、義援金を使った方のいわゆるお見舞い
金というか、支援金については、今１～５万円と
いうスキームでやっておられまして、損壊割合が
１％違うだけで１万円違ってきたりしている。そ

れで、そのことに対して市町村さんとしては、一
律にしてもらった方がやりやすいのではないかと
いう、昨日意見とかもあったとは思うんですけど
も、その点については、今のスキームのまま、そ
れで手法について、少しこう、基準を設けて、早
めにできるようにしていくということでよろしい
んでしょうか。

●知事
　我々もいろいろとシミュレーションしているん
ですけども、現実に計算してみると分かるんです
が、例えば１％とか２％だとか、多分そういう刻
みあんまり入って来ないと思います。正直申し上
げて、どちらかというとどこかで、どこの県も悩
むところなんですが、一部損壊もいろんな程度が
ありまして、とにかく瓦１枚落ちても義援金出す
んですかということですよね、どこかで言わば基
準を設けて、ここまでが助成対象というようなこ
とを考えなきゃいけないわけです。それで、それ
をしてもいいんですけども、ただ、一部損壊、仮
に一部損壊ということになるのであれば、それは
すべからく対象にした方が良いのではないかとい
う配慮です。だから、そうでなければ、どこかで
ポンと切ってしまうということを考えるんだろう
と思うんです。現実の被害程度をご覧いただけれ
ばお分かりいただけると思うんですが、１％とか、
２％だとかそういうようなことで、例えば２万円、
３万円位がせいぜいだろうと思うんですね。それ
で、たぶん市町村がなんか心配しておられるよう
な１万円だとか、そういうのに集中するわけでは
なくて、どちらかというと５万円のレベルで現実
は揃ってくる。ただ、本当に極少な被害について
はそうしたものに応じた支援というかたちになる
というのが実相ではないかというふうにシミュ
レーションをしているところでございます。

　ですから、その辺は今後、実際にり災証明の、
回りながら答えはいろいろと出てくるんだろうと
思いますけども、ご相談いただければと思います
が、大変な被害を負っているとこで、２万円なの
か3万円なのかというところで、それほどがんば
る県民性だろうかということですよね。ですから、
どちらかというと、そこはなんらか支援として地
域で住み続けませんかという、そういうレベルで
の5万円の助成、若干割落としは一部ありますよ
という程度の話だろうと思います。ですから、そ
ういう意味では機能し得るんではないかなという
ふうに思っています。

　むしろ心配すべきはもっと上の方ですよね。熊
本の地震等々でもいろいろとり災証明の難しさが
言われるのは、熊本の場合は国の制度が適用さ
れましたので、半壊ですね、半壊は20％損壊と
いうんです。半壊の20％損壊にあたるかどうか、
19％か21％かで助成があるかなしやになってし
まうわけです。それで、こういうところを巡っ
て非常に難しい判断になってくるということで
す。本当に壊れてしまった家は全壊、これ皆、当
たり前のように思うんですけれども、20％前後
のところで線を引くというのは正直難しいとこで
すね。私どもは、ですからその下のレベルのとこ
ろにもあえて30万円以下という別のこともつけ
まして、そういうかたがたもこうした支援があり
ますよというかたちで、ご納得いただきながら作
業に入っていただくというような工夫のつもりで
もつくっているところであります。それで、例え
ちょっとした損害であっても最低１万円は出ます
よという、そういうようなことで、どういう被災
者にもある程度、要は地域の気持ちが伝わるとい
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第５章

知事記者会見録

うようなタイプのものでございます。そういうよ
うなことでご理解いただければ、１つの整合性の
ある事務の運用ということができるのではないか
なと思っておりますが、もちろん今日［11月１日］
午後、市町村とも話し合っていきたいと思います。

知事定例記者会見（平成28年11月18日）

１　鳥取県中部地震から一カ月 
●知事
　皆さま、おはようございます。だいたいひと月
が経とうという時になりました。あの10月21日
の大地震から時が経過をしてまいりました。これ
まで県民の皆さま、市町村、そして関係団体、い
ろんなかたがたと力を合わせて災害の対策に追わ
れるようなひと月であったかというふうに思いま
す。この間さまざまなかたにもお世話になりまし
たことに感謝を申し上げたいと思いますし、まだ
まだ道半ばでございまして、多くのかたがたのご
支援とご協力を仰ぎながら１日も早く平常の暮ら
しを取り戻せるように全力を挙げていかなければ
ならないと考えております。11月21日にちょう
どひと月という節目になるわけでありますが、そ
の時に鳥取県として災害復興本部を立ち上げるこ
とにしようと思います。この鳥取県中部地震復興
本部におきまして、今までのマイナスを何とか止
めようとする、そういう災害の応急対応からそれ
をゼロ、さらにはプラスへというふうに変えてい
く局面の転換を図っていくような、復興対策に向
かわなければならないと考えております。今まで
応急復旧を道路等でやってきたり、また、家屋に
ついて被害状況の調査を進めてきたり、そうした
災害対応を精力的に進めてまいりました。これま
での、従来の大規模災害に比べますと、これまで
の進展は比較的早く展開できていると思います。

　その背景には各方面から多大なご協力をいただ
いたことでございます。昨日［11月17日］は関
西広域連合議会に出席をさせていただきました
が、関西広域連合議会で衆議一決して鳥取県の風
評被害防止等政府の対策を求める緊急決議をして
いただきました。また、その前の日［11月16日］
には中国地方知事会におきまして、こうした風評
被害のみならず災害復旧にかかる財源の手当てで
あるとか、また、各方面にわたる被害対策、それ
を求める緊急アピールを中国地方知事会としてし
ていただき、経済界とともにございました中国地
域発展推進会議におきましても、こうした風評被
害を打開するための鳥取を応援しようという、そ
ういうアピールをまとめていただいたところでご
ざいます。現実にも発災以来、初日から始まって
次々に各方面からの応援にも来ていただきまし
て、比較的早く対策を進めることができたと思っ
ております。

　ただ、現状におきましていろいろとその課題は
大きくのしかかっているわけであります。例えば、
その風評被害で言いますと、11月15日の段階で
２万8,967件のキャンセルがあったと集計をされ
ました。２万9,000件近い数となりました。これ
だけでなくて、例えばエアソウルで言いますと
43.9％という搭乗率でございまして、予想してい
た、すなわちエアソウル導入前には８割ほどの予
約率があったものでありますから、それが急激な
キャンセルに見舞われているというような壁にも
ぶち当たっているところであります。バスあるい
は旅館、そうしたところで従来にはない閑古鳥が

鳴くような状態がきておりました。

　今、私どもで10月25日に緊急の補正予算を専
決というかたちでまとめまして、また、市町村で
も三朝町が特別対策を打つなど次々に策を繰り出
しております。私自身もキャラバンに向かいまし
たけれども、大手の旅行会社、さらには今、ＪＲ
の方でも京阪神地区で、中吊広告で鳥取の応援を
していただいていたり、また、全日本空輸株式会
社さんにも特別の料金割引などもお願いしたいと
いうふうに働きかけておりまして、先方としても、
今、真剣に検討していただけているという状況に
なってきていたり、いろいろと応援してくださる
向きも増えてきたと思います。そういうような効
果もありまして、三朝町ではクーポンを出しまし
たが、即日なくなるぐらいな人気でございました
し、鳥取県としてもバスツアーの造成をしようと
いうことで、特別なバス支援を始めたところであ
りますが、宿泊関係では600台、日帰り関係では
500台、合計1,100台のお申し込みが来るという大
変な盛況になってきております。もちろんバスツ
アーというのは催行人員がまとまらないと発車し
ないわけでありまして、経験則からすると1,100
台そのままこちらに入ってくるというよりはその
何割掛けというようなかたちでたぶん実現すると
いうことかと思いますが、そういうような申し込
みもいただいているところになってまいりまし
た。

　キャンセルは止まってきた状況ではありますけ
ども、新しい予約にまだ十分向いてきていない
と、少なくとも地震からあとの穴が開いたマイナ
スの状況は埋め合わせるということに至っており
ません。政府の方には我々も繰り返し働きかけを
してきておりますが、先の15日の谷合正明参議
院議員の安倍晋三内閣総理大臣に対する質問に答
えまして、総理の方からは鳥取応援プログラムと
いうのを考えてみたいという言葉が出てきており
ます。私どもも、今、事務的にいろいろと調整、
要請活動を進めて、私自身も行っておりますけど
も、そういう中で具体化してくるのではないかな
というふうに思います。例えばこのことで言えば、
来週以降そうした政府も含めたいろんな応援がい
ずれは出てくると思いますし、年末とは言わず、
多分１月、２月、３月、普通ですと閑散期の時に
もお客様を呼び込むような、そういう復興へ向け
た、むしろ前向きな動きを作り出していければと
いうふうに考えております。厳しいところで言い
ますと、住宅がそうでございまして、昨日現在で
は１万3,088棟の家屋被害があるということにな
りました。たぶん数字は今調査に従って増えてき
ておりますので、家屋被害調査が進むと数字が変
わってくるだろうと思います。

　この被害対策については、昨日［11月17日］、
一昨日［11月16日］中国地方知事会や関西の知
事さんたちにも直接お願いもさせていただきまし
て、おそらく11月28日以降くらいになると思う
んですが、今度は二次の住家被害認定調査が始ま
ると思います。それに向けて、また他県からの応
援も仰ぎながら、二次の家屋被害調査、これに向
かわれるそういう世帯に対する対策としてやって
いきたいと思います。ただ、私ども住宅について
は住宅再建に向けた改修、一部損壊につきまして
も県独自の助成制度を作らせていただきました。
これが、熊本等と展開が違うところでありまして
早めにこういうような対策を打ち出していること
などで、一次の審査が妥当と考えられる方が多け
れば、二次審査の方に向かわれるかたは熊本ほど

には増えないのかもしれません。ただ、いずれに
せよ、これからちょっとまだ見込みにくいところ
でございまして、役場の方も貴重な、人員という
ことになりまして多くの人手をなかなか割きにく
い状況でありますので、県外からの応援も引き続
き求めていく必要があるかなというふうに考えて
おります。

　こうしたこととあわせて災害復旧の歩みという
ことで言いますと、応急復旧はとりあえず済ませ
て、今、簡易の災害復旧に向けた申請を国に向け
ても始めることになりました。国土交通省も1,500
万円までそうした簡易型の復旧ということを認め
るように方針を改めましたので、市町村含めて、
私どもとしても対処しやすい状況にはなってい
ると思います。さらに来月［12月］の上旬には、
国土交通省で言えば本査定と言いますが、本格的
な災害復旧に向けた査定を従来の災害よりも前倒
しをして、来月［12月］上旬には行うというこ
とになってきております。そうしますと、市町村
にそのための必要な人材を送り込むことも含めま
して、我々としてできるだけ早く雪が降る前にも
片付けられるところは片付けていきたいというふ
うに考えております。

　商工関係につきましては、これは地震の直接の
揺れで被害が出ました。それで、その被害により
ましてこれを直さなければなかなか操業が完全に
はやれないということなど、そういう事業への影
響があると言っておられる会社さんが少なからず
いらっしゃいます。それで、私ども商工団体と
一緒に1,100社ほど調査を進めておりますけども、
180社が何らかのかたちでサポートを必要として
いると。例えば無利子融資であるとか、それから
補助制度であるとか、そういう回答状況になって
きております。また、風評被害的なことが手伝い
まして売り上げが立たない、立ちにくいという状
況で、そうした意味でも経営面での対策も必要で
はないかということです。すでに無利子無保証に
よります融資制度を適応しておりますが、これを
採択された事業者さんも出てきております。

　また、今週から経営革新制度の復旧復興枠とい
うものを設けまして、最高200万円まで県費を助
成をする、そういう制度も動かし始めたところで
ございます。こういうことなど通じて、一つ一つ
の会社ごとにこれやっていかなければならないこ
とでありますが、柔軟に諸制度を適用して復興へ
の道筋をつけていかなければならない状況だと考
えております。こういう中で、非常に頑張ってお
られるかたがたがＩターン、Ｕターンの方々にも
出てきています。例えば湯梨浜町の松崎地区であ
るとか、倉吉市の明倫地区であるとかそういうと
ころで移住されてきた若いかたがたが、なかなか
若者が少なくなってきている中で、被災者対応、
避難所お世話等々されているというような話もご
ざいます。こういう鳥取らしい絆というものが生
きた中で私たちは暮らしているんだ。そういうポ
ジティブな情報もこれから発信をして移住対策や
観光等風評被害を払拭するように進めていけない
だろうかというふうに考えているところでござい
ます。

　農業についてでございますけれども、1つは落
下した梨については一通り販売を終えました。そ
れで、樹上に残った梨については特別価格での販
売も始めたわけでございます。ぜひそうした展開
を今後図って少しでも落下被害の損失の穴埋めに
なればというふうに考えております。また、この
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度の被災によりまして共同の選果場が被災をする
などして、共同利用施設にたいへんな影響が出て
きております。この共同利用施設について、私ど
もの方でもできるだけこう受益者である農業者の
負担を減らすべきではないだろうか。そのための
措置を検討してまいりました。それで、国の方で
は災害復旧で10分の２の国助成ということにな
ります。ただ、これでは十分でありません。先
般、山本有二農林水産大臣ともご相談させていた
だきましたけれども、生産力を増強するための他
の補助制度を使って、５割程度の国助成は可能で
あるということでご相談もできたわけであります
が、いろいろと市町とも相談をさせていただきま
して、特別のやり方として10分の２の国の補助
の制度の上に10の７の部分は、これは県と地元
自治体とで折半をして負担をしようではないだろ
うか。それで残り１割になりますが、残りの１割
が農業者負担というふうに、小さい負担で復旧に
臨めるように、特別の対策を組ませていただこう
と思います。

　それで、この10分の７の部分につきましては、
県と地元とで自治体独自の災害復旧対策のスキー
ムを活用して、10分の８の負担のところを10分
の１に縮める、そういう対策を取らせていただこ
うというふうに考えております。こういうことな
ど、今回これから予算の計上をするわけでござい
ますが、11月定例県議会、来週開会する議会に
関連の予算を上程をしたいと思います。それで、
先ほど申しました住宅の支援でございますが、一
部損壊も含めた支援ということでございまして、
取りあえず専決で予算のスキームは作らせていた
だきましたけれども、現状の被害状況を考慮しま
して、12億円上積みをして17億円の枠で今年度

［平成28年度］やってみようと思います。おそら
く修理にかさむところの世帯などは、来年度［平
成29年度］というような対応もあろうかと思い
ます。ですから今年度［平成28年度］の計上額
としては17億円の計上で臨みたい、臨めるので
はないかと積算をしておるところでございます。

　また、商工業につきましても厳しい被害がござ
います。それで、当初私どもで西部地震の時のよ
うな無利子融資での対応を考えておりましたが、
私自身も避難所に参りましたりしますと、お年寄
りのお店の経営者が手を握り締めて、もう一度だ
けやってみたいというようなお話がきます。とて
もそのお歳で借金をするということにはならない
わけでありまして、小さなお店であれば私どもの
経営革新の制度を活用してできるかな、そんな意
味で柔軟な流用枠を作らせていただいてやろうと
いうことになってきたわけであります。ただ、そ
うすると枠が足らなくなりますので、この枠とし
て３億円さらに経営革新の枠に乗せさせていただ
いて、全体のプールの中で、従来の経営革新制度
を活用されるかたもいらっしゃるでしょうし、新
枠を使われるかたもいらっしゃると思います。そ
れで、そういう意味で３億円の増枠を11月議会
に提案をしたいと思います。

　この２つにつきましては、予算がないと執行が
しにくいということになりますので、現場の方が
委縮しないように、議会側の方にあえて予算を分
けて提出をさせていただき、先議をお願いをした
いと思います。先議にご同意いただければ、これ
について12月の早い段階、11月中にこの部分を
動かすことができるようになります。また、その
他にも先ほどの農林関係のこと等々いろいろと対
策がございます。

２　災害復興本部の立ち上げ
○記者
　災害復興本部のことでお伺いしたいですけど、
これ、具体的に例えばどれぐらいの頻度で会合を
開いて、それからどういうことをやっていくの
かっていうのを少し、これまでとどう変わってい
くのか見えてこないんですが。

●知事
　今までは災害復旧対策、災害対策本部でござい
ました。ここでは例えば被害状況情報を共有して、
今こういう家屋の被害、あるいは避難者が今で言
うと20名強おられるとか、そういうことを、日々
共有をしながら、必要な対策を進めていくわけで
す。例えば物資が必要であるとか、それから人材
が足りないとか、そうした不具合を調整しなが
ら、だんだんとこの復旧の進度を上げていくこと
であります。いわば災害で受けたダメージを、そ
れを何とか止めようというマイナスに歯止めをか
けるというところが１つの中心であります。しか
し、現地の方に入ればお分かりいただけると思い
ますが、もっと前を向いて仕事をしていかなけれ
はならないことがたくさんあります。それで、今
もう余震も大分治まってきて、実は避難所の方も
たぶん倉吉市以外はこの週末ぐらいに終息となっ
てくるんではないかと思われます。そういうよう
に、だんだんと落ち着きを取り戻す中で、じゃあ
もう一度出直していくにはどうしたらいいんだろ
うか、こちらに焦点が移ってくると思います。

　ですから、農業の課題であるとか、産業の課題
であるとか、また、住宅を直すにも具体的に今度
り災証明が出てき始めまして今700通以上出たと
ころでありますが、そのり災証明に基づきながら
住宅の支援も一部受けながらそれぞれ皆さんが頑
張って工夫をして家を直されるというところにい
くわけであります。そうしたことで、それが円滑
に進むように地域ぐるみでサポートをしていかな
ければならないと思います。例えば明後日の日曜
日［11月20日］から、県の方でよろず相談窓口、
総合相談窓口を中部の総合事務所の中に開設をし
ようと考えております。走りながらではあります
けれども、住民のニーズに答えるような、そうい
ういろんなカウンセリングをしたり、それから具
体の施策がいろいろ出てきましたので、こういう
ことを組み合わせてどうですか、やってみましょ
うというようなことであるとか、また、専門家の
かたにも入っていただいてということもあろうか
と思います。

　11月24日には県と士業の皆さま、さまざまな
専門家のかたがた士業の皆さまと一緒の協定がご
ざいまして、その協定に基づいて11月24日には
倉吉のエキパルで合同相談会をやることになりま
す。こうしたことなどで次のステップ、地震から
逃れるところから地震から立ち直るところ、そち
らの方をやっていければというのが災害復興本部
を設ける趣旨になります。それで具体的には、従
来は危機管理部局が中心で言わば危機管理の専門
家が言わば総合調整をしながら進めていきまし
た。これからは、言わばその元気づくりの方に重
点がいくべきではないかと思います。そこで、本
部長は災害対策本部と同じように平井あるいは副
本部長が副知事といったようなそういう体制にな
ると思いますが、事務局長は森川泰敬元気づくり
推進局長を充てまして、ここに総合調整をしても
らおうと思います。

　それで、戦略的に復興への道筋を描きながら
やっていくということになろうかと思います。住
宅については、今、住宅対策の支援本部ができて
いまして、これを中心に対策に取り組んでもらう
ことになると思いますし、それから商工団体と言
わばコーディネートしながら、個々のお店の再開
を目指そうという方々への対策を進めるとか、ま
た、それから学校の方では給食等々まだまだ課題
もあるわけでありまして、そうしたことへの子供
たちの対策であるとか、いろんな政策課題の固ま
りがあると思います。観光も少し息の長い取り組
みにならざるを得ないと思うんですね。既にお客
さまが減ってしまって収入に穴が開いてしまった
ところはどうしても残るわけでありまして、じゃ、
年明けからどうやって反転攻勢かけていくのか、
年末年始からですね、その辺を目指してまた戦略
的に動いていかなければなりません。

　ですから、各部局の横断型でそこに元気づくり
の推進局が言わば事務局をしながら、戦略的に向
かっていこうと、そのための体制をまず来週［11
月20日の週］早々に設けたいという趣旨であり
ます。いつまでということはちょっとまだ周期は
決めておりませんが、当分の間こういう体制を
作ってまいりたいと思っております。

○記者
　災害対策本部はそのまま置きつつ、それも作る
のかということと、それからこれも災害対策本部
で市町村とテレビ会議で結んで生の現場の声を挙
げてもらうことで速やかな対策に繋がってきた側
面があると思うんですが、こういった体制は復興
という場面でも市町村長さんですとか、そういっ
たかたがたと繋いで、生のご意見をいただいたり
ということなんかも想定されていらっしゃるんで
しょうか。

●知事
　当然そうしたことでやっていきたいと思いま
す。ですから、11月21日はちょっとまだ今、急
に言い始めた話で事務局がばたばたしていますけ
ども、おそらく災害対策本部の会議と災害復興本
部の会議ですね、中部地震復興本部の会議と両方
続けて開くような会議になると思います。それ
で、テレビ会議形式で市町村等も結びながら、こ
れまでのちょうど１月でありまして災害対策的な
ことでまだやらなきゃいけないこと当然あります
ので、その状況をお互いに確認共有して対策を話
し合い、さらに、災害復興に向けた方策や方向性
を話し合う。それで、県庁の中に［担当の］事務
局を設置する、そんな道筋で今、準備を始めてい
るところです。

３　住宅被害への支援、
　　り災証明の発行状況
○記者
　住宅被害のことで質問なんですが、震災から
１ヵ月が経って１万3,000棟という数字が出てき
たんですけど、当所の想定と地震発生当所の想定
と比べて、これが多いのか少ないのかというのを
単純にどのように思っていらっしゃるのかという
ことと、それからり災証明の発行について、知事
は２、３週間で頑張ってやるんだっていう話をさ
れていらっしゃったかと思うんですが、確かに一
次調査は県の支援も受けて非常に進んできたとは
思うんですけれども、発行というところでいうと、
まだ湯梨浜町さんだけだったりとか、少しこう相
差があるのかなと思うんですが、この辺はどのよ
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うに分析をされていらっしゃいますでしょうか

●知事
　まず、被害家屋だとか被害状況についてであり
ますけども、これ、ちょっと微妙な問題が入って
いるかもしれません。というのは、我々は現場に
出て行っていますので、現に私も政府の大臣なん
かに申し上げたんですけど、我々は小さな自治体
ですから、被害状況の数を確認する人が割けるよ
うな自治体ではないんですね。ただ、やるべきこ
とはむしろスピーディーにやろうと、そっちが住
民の皆さまのために被災者の皆さまのためになる
と。それで対策の方を統計よりは優先して進めて
まいりました。ただ、現場に出てみれば分かるわ
けですよね、とにかくいっぱいあると、それで当
初から石田耕太郎倉吉市長とか、首長さんたちと
話し合った感じで我々は、これ１万棟ぐらいいく
なというふうに思いながら対策を進めていまし
た。だからこそ、３万3,000枚のブルーシートを
集めたりしているわけであります。ですから、そ
れがはけるくらいいくわけでありますから、それ
だけ規模の大きな災害だったと思います。確かに
今、おっしゃるように、当初の数字の出方からす
ると、被害家屋が200棟とか、300棟だとか、そ
ういうように数字が出ていた時期もありますけれ
ども、今ようやっとり災証明に向けて家屋調査が
進んで、これで数字が修正されて積み上がってき
ているという段階であります。

　私もちょっとその数字のギャップについては、
正直国の方のパーセプションギャップ［認識のず
れ］が大きすぎたもんですから、政府の方はどう
もその数字だけで仕事をする人たちがいっぱいい
るもんで、その意味でちょっと数字の訂正を早め
にしなきゃいけないかなと思って、部局内で相談
した時期もあるんですけども、職員からすれば当
然ながらそれよりも大事なことはいっぱいあると
いうこともありますし、また、効率的なやり方を
進めるのであれば、り災証明をする時に家屋調査
が入りますので、その家屋調査の段階で全壊、半
壊、一部損壊というのを確定して、いわば統計数
字を作った方が１回で済みますからそれでいいん
じゃないかというような意見がありまして、私も
それでいいというふうにその時思いました。です
から、ちょっと数字上のものと我々が対策の時に
念頭に置いていた１万棟規模の災害ということと
はずれは当初からありながら対策を進めていたと
いうことはご理解をいただければと思います。

　り災証明は市町村が発行するものでありまし
て、り災証明の出方が市町村ごとで違ったりいろ
いろすることは、それはある意味制度上やむを得
ないところがあります。今、り災証明が出ている
のは、いわば湯梨浜町と、あともう１つ琴浦町が
出始めていまして両方で760件ぐらいですかね、
今800件に向かうぐらいに行ってきているわけで
ございます。ただ、北栄町のように全部固めた上
で全部出そうというように、そういう方針で最初
から臨まれているところは全部固めた上でないと
出てこないという町もありまして、それが我々県
の立場で否定できるかというと否定できるもので
もないということもありますし、倉吉市の場合は、
最初に家屋調査、被害調査を出してもらって、そ
の後でり災証明の申請書を郵送するというかたち
で今それが返ってきているという段階でございま
す。それぞれの市町村の規模だとか、それから災
害対策の考え方に応じて取られているところがあ
りまして、若干そこで差があるのは、これは地方
自治なんでやむを得ないところがあるのかなと思

います。それで、我々でできることはそのり災証
明の前提となる家屋調査、これが速やかに終わる
こと、これができないとり災証明に進めませんの
で、それで私どもとしては２、３週間で一次調査
が終えられるぐらい頑張ろうと。それで11月に
入りましてねじを巻いたわけであります。

　今、一次調査については恐らく大方けりがつい
てきて、残っているのは、今、倉吉市なんですけ
ども、それで、倉吉市についても今日中に他県か
らの応援が止まるんですね、それでその後どうす
るかということを倉吉市とも今日まで相談もして
きているんですが、当面一次調査については、自
分たちで対応すると。それで、それプラス非木造
住宅だとか、コンクリートだとかそういう建物な
どは県職員の方が有利な面があったりしますし、
それから他の市町村の応援等もありまして、それ
で一次調査を片付けようかというのが今倉吉市の
状況でございまして、目途が、今、震災ひと月を
来週迎えるところで大体立ち始めているというこ
とでありまして、11月の頭に２、３週間ででき
るだけ決着しましょうといった、その目論見どお
りに最終的にはなりかけているかなというふうに
判断をしております。

　この一次調査に基づくり災証明を申請する人
は、今、一次調査が終われば出せるわけですね、
それであえて二次調査を選ばれるとなりますと、
そうするとその二次調査の後でないと出なくなり
ますから、二次判定を望まれるかたはその選択に
従って発行時期が遅れてくるということになりま
す。いずれにせよ、早めにその二次調査も二次判
定もできるようにしなきゃいけませんので、昨日、
一昨日と中国地方や近畿の知事さんたちにもお願
いをしてきたところです。

○記者
　今後そのり災証明の発行が進めば、本格的な住
宅の修繕に入っていくかと思うんですけども、例
えば修繕するにも業者が不足しているとか、また
こう新たな課題というのも出てくると思うんです
けれども、民間のことなんで県がどこまで関われ
るかというのは難しいところもあるかもしれませ
んが、どのような、例えばこういったところへの
支援というのは考えられるんでしょうか。

●知事
　この度、日曜日［11月20日］に総合相談窓口
をつくりますが、そこでもそういうご相談も受け
ることにしようと言っています。実は、大半は今
回の場合、瓦屋根のことが多いのかなと思いま
す。それで、その瓦であると瓦工業の組合の皆さ
んとも実は発災直後から話し合いをしてきており
まして、できるだけ早く対策が進むように組合の
方でも何とか配慮をしてもらいたいということを
申し上げています。それで、今、市町村にもその
話し合いの結果を周知をして、り災証明発行と同
時に今、たぶんチラシなどを配っていると思うん
ですが、県内の瓦屋さんの方で組合がございまし
て、そちらの方に申し込まれるのも当然受け付け
るわけでありますが、多少こう出張代がついて高
くなりますけども、早めにできる県外の事業者を
あっせんするということであれば、その瓦の組合
の方で他の県の組合とも協議をされまして、それ
で、その他の県の組合の方からやってもらうとい
うことのあっせんをするということになっており
ます。

　こういうことで、できるだけ早く皆さんがいい

具合に家を直せるようにしようと。これ、業者の
方も協力したいというお話でございます。ただ、
これから多分ワーッと数が増えてくるでしょうか
ら、その状況を見て、また関係の事業者とも話し
合いをしていかなきゃいけないなと思います。実
はブルーシート張る時も大変でして、建設業者の
組合等ともいろいろと何度も何度も話し合いを重
ねながら、できるだけ早く張ろうということで現
状ここまできたわけでございまして、これから先
の本格的な住宅復旧はさらにそうしたいろんな試
行錯誤が必要ではないかと思っています。

４　中部地震をから見えた今後の課題
○記者
　地震から１カ月経ちまして住宅の復興の、復旧
の支援メニューなど素早く出された点も多々あっ
たと思いますけども、あえて１カ月経ったところ
で、こういう災害が次に起きた時のための今回の
課題というところを挙げるとすると、どういうと
ころがありますでしょうか。

●知事
　今、復興対策に切り替えながら落ち着いてきた
ところで最終的なそういう反省点、改善点という
ものを考えていかなければならないと思います
が、今回のことで言えば、やっぱりちょっと想定
とは外れたことが起きたわけですね、それで１つ
は、例えば倉吉の市役所が使えなかった。それで、
その時に行こうと思った災害対策本部も通信機能
がうまくなかった。これは、結果はそうだったと
いうことでありまして、その後市長と直接話をし
てすぐに災害復旧本部の機能は県の中で確保でき
ましたんで、実質的な機能低下ではなかったんで
すけども、そういうようなことがあったわけであ
りますから、やはりいざという時のヘッドクオー
ター［本部機能］等々ですね、その辺は初動で、
今回はある意味カバーできましたけれども、初動
で大事な部分でありますから、そういう一番大切
なキーポイントのところは重点的にやっぱり検証
する必要があるのかなということは感じました。

　あと、今回、倉吉未来中心の屋根が、天井が落
ちたわけでございます。実はあそこも耐震の対策
は取っていたわけです。しかし、耐震対策は実は
最近こう、猫の目のように変わってきていまして、
平成26年の建築基準法の一部改正前の安全基準
までの対策はできていたんですね、その後の改正
後の安全基準のところにまだ追いついてなかった
ところがございました。ただ、それでも一応の安
全性ということになっていたんですが、だからこ
そ大ホールの屋根が落ちていませんよね、あれは
だからそういう意味で対策は取れているので、落
ちてないんですけど、入り口の天井のところにつ
いて、ああいうふうにやっぱり弱い部分が残って
しまったということであります。それで、これに
ついては今回、11月議会にも関連予算を計上さ
せていただいて、２億5,000万円ですね、県のそ
ういう天井等の非構造部分ですね、天井とか、そ
うしたものを重点的に、要は今平成26年改正前
の安全基準対策までとかできているんですけど、
だから平成26年以後の安全基準のところの部分
ですね。そこのところに対応していないところを
中心に緊急点検しようと、それでその時に、今回
地震があって、現実こういうことになりましたか
ら、何らかの対策を取らなきゃいけないと思って
います。
　それで、これはやり方によってはかなりの規模
になってしまうんですね。ただ、それをある程度



131

平成28年10月21日 鳥取県中部地震記録誌

その構造等に応じて、効率的に効果的に対策が打
てるように、そこの調査も含めて2億5,000万円と
いうふうにさせていただいていまして、来年度以
降、そこで考えた対策に基づいて手を打っていこ
うということであります。事程左様に、本来であ
れば耐震対策をしていたはずだけれども、それで
もやはり今回被害が出ているという現実に則した
見直しはやはり必要かなと思います。

　あと、今回私どものところで事前に用意してい
た災害対応に則って、福祉避難所が設置をされて、
実際に福祉避難所等が機能したんですけども、た
だ、まだ周知が十分ではなかったんではないかと
いうふうに現場で指摘はされているとか、それか
ら障がい者の皆さん、特にコミュニケーションに
障がいのあるかたがたへの情報伝達に、やはり改
善の余地があるのではないかと、こういうことも
今回ございまして、個人情報保護との関係で非常
に難しい部分はあるんですけど、そうした対策が、
なお前に進めなきゃいけないところがあるという
ふうに思っています。ですから、今回あいサポー
ト条例等も検討に入れるなかで、そういう恒久的
な障がい者だとか、福祉的ケアが必要な方たちへ
の対策、この辺も深堀りをしていかなければいけ
ないんではないかなと思っています。

知事定例記者会見（平成29年１月４日）

１　福興元年  
●知事 
　皆さま、明けましておめでとうございます。県
政記者クラブの皆さま、そして県民の皆さまには
健やかに輝かしい新春をお迎えのこととお喜びを
申し上げるところでございます。ただ、まずもっ
てこのたび10月21日に鳥取県中部地震により被
災された皆さま、さらには大福丸の事故の関係の
皆さまに対しまして、お見舞い、お悔やみを申し
上げる次第でございます。この年は復興元年とい
うことになろうかと思います。酉年をぜひ鳥取の
年にすべく、復興といっても福を興すような福興、
そういうプラスになる復興という、その道筋をつ
けていきたいと思います。一つにはハード面の整
備は今年[平成29年]中に大方目処をつけなければ
なりません。通常の災害ですと何年もかかってと
いうことになりますし、今回も難しい箇所もござ
いますが、例えば土木工事であれば、２月中には
契約を済ませるなど、前倒し、前倒しで物事を進
めていきまして、早めに決着をつけることができ
ればと思います。 

　この関係では倉吉未来中心でありますが、１月
中の小ホールオープン、さらには２月中には大
ホールの改修・修繕も終えまして、２月中の大ホー
ルオープンということも視野に入れていきたいと
思います。幸い倉吉の県立の体育文化会館の方は
年末までに決着がつきまして倉吉市の成人式があ
そこで行われたところであります。その際、谷本
さんという岡山の大学に通う女性のかたが倉吉の
役に立ちたいと復興のことに気がかりなご様子
で、地震のことを心配をしていたというようなお
話がございました。こういうように多くのかたが
たが鳥取県の復興に役に立ちたい、それは、県民
はもとよりのこと県外のかたも含めて一つのエネ
ルギーが生まれつつあると思います。これを集結
していくことで復興といってもプラスになるよう
な復興は必ずしも不可能ではないというふうに考
えております。そのためのいろんな仕掛けづくり

が必要でございまして、年明け早々から本格化さ
せていくことになります。 

　１月13日に官民の共同組織として鳥取県中部
地震復興会議を設立をしたいと思います。これに
つきまして、商工団体や農業団体、また市町村、
それから大切なのは建設、建築関係の団体、そう
したさまざまなところにＮＰＯ等の住民団体も含
めて呼びかけをさせていただき、これからいわば
一つになって官民挙げた復興が進む、その土俵を
作っていかなければいけないと思います。率直に
言って、一生懸命やれば前に進むこともあります
が、なかなかボトルネック[隘路]があって解消し
がたい問題もいくつも出てくるだろうと思いま
す。住宅等がその大きなものになろうかと思いま
すが、単に指をくわえて見ているのではなくて、
知恵を出し、企業の方でもご努力をいただくし、
また、行政サービスとしても対応できることもあ
るかもしれません。その辺を、力を集結しながら
できるだけ早く被災地の全体の復興が進んでいく
ようにしなければなりません。復興元年のうちに
ハード面、行政的な整備は終え、次年以降に民間
の住宅等が残ると思われますが、それをできるだ
け極小化していけるようにこの1年奮闘していか
なければならないと思います。 

２　とっとりで待っとりますキャンペーン  

●知事
　観光につきましては、残念ながら発災後急速に
キャンセルが出ました。それを取り戻すべくその
地域の観光関係者と一緒にキャンペーンをはらせ
ていただきまして、キャンセルは止まりつつあり
ますが、このお正月休みも含めまして、これ、日
付の並びが曜日があまり思わしくないということ
もあったと思いますが、まだ苦労は続いていると
ころではありますけども、新規の予約も入り始め
ている、お正月の１日などはいっぱいだったとい
うような状況には持って来れたところでありま
す。これからが取り戻していかなければならない
段階に入ります。 

　実は年末12月27日までとっとりで待っとりま
すキャンペーンの応募を集めておりました。観光
事業者から大変な応募がございまして、想定の枠
を大幅に上回ることになりました。ただ、熊本県
の方でもふっこう割をやりましたとき、10倍と
かそういうレベルでの応募があったそうでありま
して、これはこうしたふっこう割の特需的な要素
があるのだろうと思います。そうはいっても、あ
る程度はその応募を取り込んで地元での復旧復興
に向けて観光風評被害対策を進めなければなりま
せん。１億円は国の助成が出るということになり、
５千万円につきまして12月で補正予算を組みま
した。さらに今10月25日の先決予算で調整費と
いうものを、災害調整費を作っておりますが、そ
こからも執行させて追加でいただければと思いま
す。これで合計５千万円足して２億円ベースでの
とっとりで待っとりますキャンペーンの観光事業
支援を行い、これにより２万泊の宿泊が創造でき
る、作れるということになります。 

　あわせて、今、提供しておりますバスの支援、
このバス支援につきまして、今、宿泊関係を伴う
もので1,000台、さらに日帰りで800台の申し込み
がございます。もちろん歩留まりということは当
然ながらこの世界ではあるというふうに思います
けども、１,000台の宿泊について大体平均で30人
くらい乗ってきます。ですから、３万泊分という

ことになります。それで、先ほどの２万泊のとっ
とりで待っとりますキャンペーンとこのバス支援
の3万泊分、これ合せると５万泊分になります。
今回の鳥取県中部地震で4万4,000泊のキャンセル
がでました。従いまして、これを埋め合わせるだ
けのキャンペーンとして、昨年[平成28年]末より
も少し規模を膨らまして執行させていただきたい
と思います。こうしたキャンペーンを1月10日か
らとっとりで待っとりますキャンペーンをやるの
とあわせまして、全日[本]空[輸]の誘客キャンペー
ン、うっとり鳥取キャンペーンも１月10日から
スタートし、２月いっぱいしようということにい
たしておりますし、そのほかさまざまなメディア
戦略も打ち、海外も含めて誘客をしていこうとい
うことであります。 

　これによりまして年明け早々から、プラス１歩
前をいくような復興元年、これの内実を作るべく
観光振興に注力をしてまいりたいと思います。こ
の酉年があけまして県内あちこちで参拝客帰省客
で賑わったところであります。特に鳥取空港の方
は去年[平成28年]よりも伸びる傾向がございまし
た。また、特徴的なところでは天日名鳥命神社（あ
めのひなどりのみことじんじゃ）、これ鳥取市内
にある神社でありますが、こちらの方では通常で
すと近所の人だけでありますが、1,000人の参拝
客が県外ナンバーも含めてあったということであ
りまして、酉年の新名所の予感がするところであ
ります。酉年でありますから、鳥取県で酉年をと、
とっトリ年は鳥取へというそういうプロモーショ
ンを今年いっぱいかけていきたいと思います。従
来の蟹取県ウェルカニキャンペーンなどに加えま
して、とっとり年は鳥取へというそういうプロ
モーションをかけることによりまして、復興元年
の中身を作っていければと思います。 

３　鳥取県中部地震復興会議  
○記者
　今年、おっしゃった復興総合会議でしょうか、
これを開く目的、ここでどういうことを決めてい
きたいかいうところ、これについてもうちょっと
詳しく教えてください。

●知事
　鳥取県中部地震復興会議で、もちろん行政とし
てこういうような復興を進めていきますよという
ことを皆さんと情報共有することは一つあります
が、たぶん大切なのは一つは住宅復興をどうやっ
て進めるかだと思います。それで平成28年12月
９日から私どもの方で中部に住宅修繕支援セン
ターを作りましたけれども、現に今100件以上相
談が来ているというところではありますけれど
も、なんせ１万５千件り災証明の届け出が来てい
ますので、それぐらいを考えますと、とってもとっ
ても道のりは遠いと思われます。それで実際その
現場で聞こえてくるところでは、なかなかやはり
職人さん、業者さんのやりくりがつかないという
ことでありまして、何かこう工夫はできないのか
なというのを改めて皆さんとも話し合う必要があ
るかなと思います。それでその中で例えば役割分
担をしながら、企業さんではこういうようなこと
をやる、さらに市町村なり県なりこういうかたち
でそうした住宅修繕をサポートしていく、そうい
う話し合いを一つにはやるのかなと思います。

　あと、大切なのは先ほど申しましたけれども、
いろんなまちづくりとか、産業創造に今回のこと
をバネにつなげていかなければなりません。例え
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ば被災をした大山乳業さんでありますけども、大
山乳業の質のアップを図りＴＰＰというお話が
あってもそれを打ち消そうということで、今プラ
ンを若い人中心に練っているんですね。それでそ
ういうものを推進をしていくとか、また産地の努
力ですね、今回、梨農家が被災をしましたけれど
も、それを乗り越えていくようなブランド化やま
たジョイント整枝と言われるような新しい農業の
やり方、こういうものを普及させていくとか、商
工業の関係でも実はいろんなアイディアがそれぞ
れの企業さん、お店の方で出てきております。そ
うした中で、まちづくりの一つの契機になる可能
性もあるわけです。

　これまで被災した神戸とかあるいは東北もそう
でありますけども、新しい商店街としての輝きを
その震災というものを契機に再構築しようという
ことになります。それでそういう芽が、機運が出
てきていると思うんですね。それでそこを我々と
してもこれは地域の商工団体だとか、ＮＰＯとか、
そうしたところと一体となってこれを応援してい
くっていう必要があります。思いきってトットリ
ズム推進補助金という助成制度があるんですけど
も、これで震災復興枠というのを確保して、こう
した民間ベースによるまちづくりの支援をできな
いだろうか、また経営革新の中でもバージョン
アップしていくような経営革新であれば1,000万
[円]まで県も支援するという制度を積極的に適用
していく、こういうことで200万円までの復興復
旧枠とはまた違ったプラス志向の復興もあり得る
だろうと思います。それでこうしたようなことを
みんなで話し合い、同じような座標軸の中で一緒
に動いていく、そういうパートナーシップを築け
るような会議を作る必要があるのではないだろう
か、これが鳥取県中部地震復興会議の趣旨でござ
います。

○記者
　今のこの会議を定期的に開催するイメージで
しょうか。それで、初会合の開催地なんかは決め
ていらっしゃいますか。

●知事
　今、初会合は［平成29年］１月13日で調整中
でございます。そこでまず集まってということに
なりますが、もちろんこの復興を進めていく過程
で復興元年である今年［平成29年］は非常に焦
点の年になると思いますので、何度か集まる、さ
らに幹事会のようなことをやって意見調整をしっ
かりとフォローアップしていく、こうしたことが
必要だと思います。

○記者
　開催地は中部でしょうか。

●知事
　中部ですね。

知事定例記者会見（平成29年１月20日）

１　鳥取県中部地震の検証と今後の取組  

●知事
　そこで市町村長さんとも話し合ったその方向性
を考えてみますと、鳥取県中部地震を乗り越える
防災対策会議を設置をして、市町村あるいは産業
界、事業者、また福祉関係者など含めて今後の防
災対策を話し合うこと、検証作業を進めること、

これに舵を切らせていただければと思います。２
月[定例]県議会が始まりますので、２月県議会の
前に、この鳥取県中部地震を乗り越える防災対策
会議を設置をしまして、話し合い、検証作業をそ
うした大所高所のレベルでも始めたいと思いま
す。そういう中で、議論の中で出てきました、例
えば外国人の避難対策であるとか、情報提供、ま
た、障がい者等災害弱者に対する対応策、あるい
はさまざまな防災の基盤づくり、こうしたことな
どがあろうかと思います。 

　そういうことと実は、今、連動しまして鳥取県
としてあいサポート条例、障がいを知り、共に生
きるという考え方を基にしまして、障がい者が暮
らしやすい地域づくりの基本条例を作ろうとして
いますが、これがかなりその災害弱者対策とオー
バーラップしてくると思われます。従いまして、
この検討と合わせて鳥取県防災及び危機管理に関
する基本条例、こちらの改正作業も始める必要が
あるだろうと思います。これらをセットにして２
月県議会でも早ければと思っていましたが、そう
いう防災の根本問題と連動してくることになって
きましたので、６月県議会以降の提出を目指して、
防災危機管理基本条例とあいサポート条例とそれ
をセットで提案をすることを目指したいと思いま
す。この作業でございますが、アンケート調査な
ども進めながら、今、実務上浮かび上がった課題
も実務レベルの会議であぶりだしてくる、その中
でまずそうした基本条例に書いていくべきこと、
これを検証していく必要がある。年度の頭ぐらい
ですね、新年度[平成29年度]にその辺をよく議論
をしまして、できれば６月定例県議会に、まずは
その条例の提案をする。 

　それで、そのことと並行して出水期までに防災
のマニュアルの一部を直していかなければいけな
いと思います。その防災マニュアルの一部の改正、
そうした一つの塊を梅雨時くらいには共通理解を
得て、市町村と一緒にまとめていければと思いま
す。それで、最終的にはこうした鳥取県中部地震
を乗り越える防災対策会議との検討を進めながら
地域防災計画の練り直しに進んでいくわけであり
まして、この地域防災計画は、秋以降、年度末[平
成29年度]までに改定していけるように準備をし
ていきたいと考えております。こうしたことをい
ろいろと今後スケジュールを組みまして、この間
の市町村長との行政懇談会を踏まえて検証作業に
直ちに入らせていただきたいと思います。 

２　鳥取県防災及び危機管理に関する

　　基本条例の改正  

○記者 
　防災危機管理基本条例の改正ということも言わ
れましたけど、現時点でどういった視点での改正
が必要と見込まれるかということと、それから最
終的にこういった条例、それから県の地域防災計
画に結びつけていくわけですけども、どういった
ことを重視して検証作業をこれから進めて、どう
いう計画、実効性のある計画にしたいかという、
その思いを改めて聞かせてくだい。 

●知事 
　これについては災害対策基本法など国の法律も
あるわけでありますが、他方で個別の個人情報保
護条例などもございます。先般の市町村長との行
政懇談会で石田市長の方から問題意識が出されま
したのは、例えば障がい者団体からのご意見が
あったことなども踏まえてだと思うんですが、ど

ういうふうに個人情報の課題と整合性をとりなが
らがら、速やかに避難を進めたり、あるいは避難
所やあるいは在宅で避難生活をされるかたもい
らっしゃいますけども、情報伝達を図ったらいい
か等々という意味で、要支援者の名簿を活用する
ことは必要になるわけですね。それで、ここに個
人情報も含まれております。それで、これをどう
扱うかっていうのが今回現実に発災したあと倉吉
で悩みだったと思われます。倉吉市さんは実は何
もしなかったわけではなくて、市の職員などでそ
ういう被災されたかたがたを現実に回っておられ
ますし、ただ、そこに障がい者団体が協力しても
らうとか、いろんなやり方がもっとほかにもあり
得たのではないかということだと思うんです。 

　これは倉吉さんに限らず余所でもそうでありま
すし、実は全国通じて非常に難しい課題になって
きています。この辺も、例えば防災危機管理基本
条例中で可能な措置を市町村の方でとれるように
してもらう、そういう促進策などを条例上盛り込
むこと等も考えられようかと思います。それで、
条例の書きかたによっては防災対策基本法などと
の絡みで、そうした個人情報の開示などもやりや
すくなる可能性もございます。この辺、非常にセ
ンシティブ[慎重を要する]なイシュー [問題]なも
のですから、いろんなアンケートのご意見なども
参考にしながら皆で話し合って本県全体としての
方向性を出していくのかなと思います。やはり理
想申し上げれば、今も実は本県の防災危機管理基
本条例に書いてあるんですけども、そうした要支
援の人たちに対して個別にこう避難誘導などがで
きるような体制を作りたいわけでありますが、現
実問題まだ個別支援計画というのができたところ
は４つしかなかったり、そういうように現場で非
常に苦労もあるのも事実であります。ただせっか
くこういう貴重な経験を県全体でやったわけであ
りますから、本県は全国をリードするようなかた
ちでそういう個別支援計画を全市町村で作ると
か、そういうところにいけるような、何かこう手
立てを、これは法的な問題があるもんですから、
条例ということでもアプローチする必要があるの
ではないかなと思います。 

　それで、また外国人であるとか、障がい者のか
たへの情報提供のあり方、これは一部あいサポー
ト条例にも書かなきゃいけないこともあります
し、防災の基本条例の方にも書かなければいけな
いと思います。そういうようなこと等々いろいろ
と今回のことを踏まえれば、避難所の設備のあり
方等、条例事項も出てこようかと思っております。 

３　地域防災計画の具体化に向けた取組  
○記者 
　地域防災計画全体は最終的に、そこからさまざ
まな対策も進めていくわけですけども、文字だけ
ではなくて実効性の担保というのが重要になると
思いますが、どういう中身に変えて、中身と言い
ますか、思いのあるもの変えていきたいですか。 

●知事
　これは、地域防災計画はかなり詳細に書かれま
すのでそれはマニュアル的になってまいりますか
ら、市町村や現場ともよく詰めて、できるだけ実
行可能なプラクティカル[実用的]な内容にしなけ
ればいけません。今までも書いてあることに基づ
いて対策は今回も一定程度は取れていると思いま
すが、さらにそのバージョン、レベルを上げてい
くことが大事だと思っています。それで、先般の
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市町村長さんのご意見でも多く出されましたが、
併せて訓練とか、そうしたことを関係者、住民の
皆さんも入っていただいてやることが大切だとい
う声も多かったです。この辺の言わば防災文化と
いうのを本県で作り上げていく。それとマニュア
ル的なものの中身作り、この両者がないと本当の
意味で役に立つ防災対策にならないと思います。
この辺は県民の皆さまのご理解を得ながら進めて
いければと思っています。

知事定例記者会見（平成29年４月19日）

１　鳥取県中部地震から半年  
●知事
　皆さま、おはようございます。この４月21日
で私どもが被災しました鳥取県中部地震から半年
ということになります。この間、県民の皆さまが
力を合わせ、さまざまな支援を被災地にも施して
いただき、地元のかたがたも立ち上がりいろいろ
と計画を組み行動を起こして半年の節目を迎える
こととなりました。一歩一歩ではありますけども、
その復旧・復興は進みつつあります。つい昨日

［４月18日］は、三徳山三仏寺におきまして、文
殊堂の下の岩盤に亀裂が入りましたこと、これに
対処するために新たな迂回路を設けまして、この
オープニングが祝われたところでございます。半
年にわたりまして三仏寺投入堂まで行けずに待ち
わびていた、そうした登山客、また、観光客の皆
さまが列を成して投入堂を目指し、また登り、そ
の喜び、感激を味わっておられました。大変にす
ばらしいことでありますが、これも800万円を超
える浄財がインターネットで集められたからであ
ります。

　実は住宅の復旧が住民の皆さまの一番の関心事
でもあります。ヘリコプターを飛ばしまして上空
から見ていますが、ラフな話で申し上げればだい
たい３割程度ブルーシートが取れてきているのが
現状かなというように、数を勘定して判断をして
いるところであります。ただ、まだそういう意味
では、今までの倍以上の家屋の復旧を進めていか
なければなりません。これに公的支援として住宅
復旧の支援［被災者住宅再建支援補助金］を組ま
せていただきました。1つは基金［鳥取県被災者
住宅再建支援基金］を活用しまして、住宅の半壊
以上の規模のもの、これに対する復旧支援を行う
こととし、一部は国の方で倉吉市また北栄町につ
いては制度適用があったところでございます。こ
れにつきましては、だいたい大方半分ほど使うこ
とになりますので、今後どういうふうにするのか、
少し時間をかけながら市町村と話をしていく必要
があります。

　また、一部損壊につきましては、いろんな財源
上の工夫をしながら県の事業として支援を行おう
ということにいたしました。５万円を原則として
支援をするという制度を立ち上げたわけでありま
す。これにつきましては各地から寄せられる浄
財をその財源としても活用しようというように
制度設計上考えてきました。もちろんそれが足ら
なければ県として責任を持って予算を執行してい
きますと、こういう仕立てをさせていただきまし
た。３月いっぱいぐらいで状況が見えてきたとこ
ろでありますが、だいたい集まった義援金が全県
で２億7,000万円ございます。それで、この義援
金のうち、２億3,000万円は住宅支援［被災者住
宅修繕支援金］の方に回すということで、これは

関係者の意思決定がなされたところであります。
また、県としてふるさと納税を、別途募集をして
おります。本来のふるさと納税もあるわけであり
ますけども、緊急時でありますので、こうした災
害対応ということにならざるを得ないかなと思い
ますが、ふるさと納税でだいたい今のところ２億
5,000万円ほど集まってきております。それで、
これを合わせますと４億8,000万円ぐらいですか、
そのぐらいになります。現在、一部損壊で見込ま
れております支援、需要につきましては４億7,000
万円程度でございまして、ほぼ現状、まだちょっ
と見込みでありますのでこれから数字は動いてい
きますけども、ほぼ現状では制度設計のとおりい
くかなというような見通しも出てきたところであ
ります。このうち、既にかなりの額が執行されて
きておりまして、３億円以上執行されております。
それで、この一部損壊の支援を受けた、交付決定
が出て支援を受けたのはもう既に7,700棟ぐらい
に上っております。かなり速いペースでこちらの
方も支援要請の方が住民の皆さまからいただけて
いるのかなと思いますが、決してまだ締切るもの
でもありませんので、今、当面こうした支援募集
は続けていくことになろうかと思います。

　また、今回、この半年の間に徐々に進化をさせ
てきて、地元でも大変評判よく支援制度［鳥取県
版経営革新総合支援事業（復旧・復興型）］を評
価していただいておりますのは、商工関係の支援
でございます。鳥取県版経営革新総合支援事を活
用しながら、壊れたお店を復旧するなど中小企業
向けでありますけども、こういうことをさせてい
ただいております。既に310件程度、この交付が
決まっておりまして、４億円ほど既にこの補助
が固まっております。また、融資の方は550件程
度ございまして132億円にも上ることになりまし
た。かなり大きな無利子融資の支援ということに
なろうかと思います。財政的には非常に我々行政
サイドには重い負担ではありますけども、しっか
りと、こういう緊急事態でありますので、復興の
ために立ち上がった市民、県民、町民また商工関
係の事業者の皆さま、これを、支えをしていかな
ければならないと思います。
 
　農業関係でも現在のところ選果場、スイカです
とか、梨ですとか、収穫のシーズンには間に合う
スケジュールで今復旧の整備事業も進められてき
ております。そういう意味でできるだけ早く元の
暮らしが取り戻せるように、私どもの方でも十分
配慮をしてサポートしてまいりたいと思います。

２　鳥取県中部地震から半年を
　　迎えての課題  
○記者
　震災からの復興については、新年度［平成29
年度］予算に柱として盛り込まれて、多方面で進
められていると思います。震災から半年という節
目ということになりますが、今、最も重点を置く
べき分野はどこだとお考えでしょうか。

●知事
　私ども鳥取県だけでも、昨年、今年と２カ年度
にまたがりまして、103億円の予算を措置をさせ
ていただき、商工、農林、住宅また教育、さまざ
まな局面について復旧・復興活動を進めてまいり
ました。そのなかでインフラストラクチャー［社
会基盤］の復旧・復興につきましては、かなり目
途がたってきたと思うんですね。道路の仮復旧は
もちろんのこと、本復旧も着手してきております

ので、出水期までに片付けたいことは出水期まで
に、そして夏秋ぐらいまでに片付けられること、
これをどんどん深めていきたいと思います。こん
な意味でインフラの方も目途は立ちつつあると思
うんですが、やはり住宅のところが残された大き
な課題になってくるのかなと思います。それでこ
の住宅につきましては、現在４つの町内会で共同
で屋根の修理など発注しようというところが出て
きて、いろいろと加速するような要素も出てきて
おりますし、他県、他地域からの救援的に入って
きていただいている職人さんも増えてきておりま
す。何とか、平成29年内に目途がつけられれば
なというのが正直なところでありまして、住民の
皆さんの関心からはブルーシートが取れた町に戻
すこと、これが今一番大きく見えている課題では
ないかなと思います。この他、例えば産業活動で
すね、農業がちゃんと元通りのかたちで行われる
かどうか、これからシーズンが始まりますので、
それをきちんとフォローしていったり、また、お
店などあるいは観光の活力などカンフル剤的なも
のは機能しましたけれども、これから現実に成長
軌道に乗せていく、その辺の橋渡しの時期になる
と思うんですね。こうしたことのフォローアップ
も十分やってまいりたいと思います。

○記者
　今の住宅のブルーシートを取ることが最大の課
題だということでしたが、先ほど冒頭で３割程度
がだいたい取れてきているということで、逆に７
割ぐらいはまだ残っているということだと思いま
すが、これは前後のヘリからの比較で、だいたい
目視した感じということでしょうか。それとこの
ブルーシートを取る、復興がまだ遅れている要因
ということはどういうふうに分析しているかとい
うこととですね、それに向けて年内に目途をつけ
るために、より県として力を入れることはどう
いったことがあるでしょうか。

●知事
　やはり屋根の状況というのは、今回、地震の揺
れの加速度が強かったものですから、広範に破損
が発生しております。実は壁であるとか、いろい
ろとその他にも住宅のなかの損傷も見られるわけ
であります。ヘリコプターから目視をしまして、
もちろん写真も撮っているわけでありますけど
も、そういうもので、これざっとした話でありま
すから、厳密な数ではありませんが、だいたい３
割ぐらいは、ブルーシートは外れてきたかなとい
うぐらいだというのが、先ほど申し上げたお話で
ございます。それで、なぜ進まないかということ
は、私ども鳥取県の特に中部は人口減少が続いた
地域でありまして、そういう施工事業者の数に限
りがあったということであります。また、併せて、
今こそ暖かくなりましたが、大雪が度重なってあ
ることなど、気象条件もそれを阻んできた面がご
ざいました。実は施工事業者のかたがたともお話
をしておりますけども、大分天候も回復してきた
ので、これからはピッチが上がるんじゃないかと
いう話が聞こえるようになってきました。

　それから、私どもの方で災害復興会議を通じま
して話し合ってきたなかで、やっぱり１戸１戸が
それぞれに注文を出していきますと、事業者は東
へ行ったり南へ行ったり、北へ行ったり動き回っ
てやることになりますので、その分ロスタイムが
生じます。ですから、一括してまとまって屋根修
理を続けた方がこれは早くあがることになります
ので、そういう町内会での連帯した発注というこ
ともやろうと。これはだんだんとこの呼び掛けが
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広まってきていまして、今４つの地域に広がって
きましたけども、こういうことが１つ処方箋かな
と思います。あと、これ組合側とも話し合ってし
てまいりましたが、域外、これ県の外も含めて応
援に来てもらうこと、これに日当的な助成を私ど
も県の方でさせていただく。これによりまして悪
徳事業者が入り込むということにはならないよう
にしながら、そのなかでリーズナブルなかたちで
県外の事業者にも手伝ってもらって屋根の修理が
進むようにという対策を始めたわけであります。
これは現実に県外の職人さんも入って来られてお
りまして、これも加速していく要因になるんでは
ないかなと思います。これ結局は１万4,000戸ぐ
らい家屋被害があったなかで、今7,700戸まで補
助ベースはいきましたけども、こういうようなこ
とを１つ１つ通常積み上げていかないと解消には
いたりませんので、地道ではありますけども、少
しでも早くなるようにこうした職人さんの確保と
か、それから発注の仕方の工夫だとか、この辺も
含めて投入をして推進を図っていければと考えて
おります。

３　鳥取県中部地震からの福興に向けて  
○記者
　震災絡みはマイナスをプラスにということで、
幸福の福興という言葉を出しておられるかと思う
んですけど、１年目に向けた意気込みをちょっと
改めて一言いただければと。

●知事
　はい。今回、先週末［４月16日］に倉吉銀座
の商店街が新しいフェスタ［倉吉銀座商店街振興
組合復興イベント　銀座春まつり］をされたわけ
であります。これはちょっとその倉吉の古い店舗
を壊して、それで出来た空きスペースに所有企業
さんがこれ具体的に株式会社チュウブさんなんで
すけども、チュウブさんが協力されてそこで初め
てのお祭りをしたわけですね。それで、これは実
は私どもの復興活動支援事業としてサポートして
おったものであります。それで、これはまち自体
が地震で傷つきましたし、あそこの場合は大正町
の火災［平成27年３月11日に発生した大規模な
建物火災］が２年前にございまして、それでこの
火災からの復興ということもあるわけでありま
す。そこで新しいまちの活力を作ろうと地域のか
たがたがお店を出し合ったりして賑わいを取り戻
そうというかたちで立ち上ったのが今回のフェス
タでありました。こんなようなかたちで、地震と
かいろんな災害のなかで地域の結びつきがもう一
度強まってくるモーメント［きっかけ］にもなる
わけですね。そこを上手に育てながら単にリスト
レーション［再興］として同じものをもう１回作
るのではなくて、同じまちが別のまちに生まれ変
わる、そうしたことを企業ベースや地域ベースで
できるんではないだろうかということです。
 
　今回、農業のなかでも現場と話し合いながら新
規軸も出てきているんですけども、王秋という梨
が落果被害を起こしました。それで、この落果被
害を起こしてそれを何とか落ちた梨も売ろうとい
うふうに私自身もセールスに行きましたけれど
も、あちらこちらに販売促進をしました。何とか
収益減を少し緩和することができたわけでありま
すが、そういうなかで、実は王秋梨の魅力の発信
にもつながった面があるんですね。それで、王秋
梨は大きくて見栄えもいいし、日持ちもしますし、
甘みもしっかりしていて、そういう意味で新甘泉
などの新品種と並んで結構有望品種でないかとい

うことになってきたんですね。ですから、幸福を
作る福興の事業として、こういう王秋梨を新しい
奨励品種としてやってみようかと。それで地震の
思い出の品種がむしろこれからの農業を元気にす
る、そういう品種になってくると、こんなような
ことで単に元に戻す、壊れた選果場を元に戻すこ
とだけでない、将来の収益増にもつながっていく
ようなそういう復興をぜひかたち作っていければ
と思っております。

知事定例記者会見（平成29年10月17日）

１　鳥取県中部地震から一年、
　　復興・福興に向けた歩み
●知事
　また、その投票の前日10月21日は、鳥取県中
部地震が起こりまして１年目の節目の日となりま
す。これまでの１年間、県民の皆さま、そして
地域の皆さま、NPOであるとかボランティアの
皆さま、また、企業の皆さま、あるいは鳥取看護
大学を初め大学関係者、さまざまなかたがたが力
を合わせていただきまして、私どものふるさとの
再興に向けまして大きな動きを作っていただきま
した。本当に感謝を申し上げたいと思います。そ
の当日［10月21日］には倉吉市におきまして鳥
取県中部地震1年福興セレモニーを行うことにな
り、鳥取中部福興祭を地元のかたがたが中心に
なって行われることになります。翌日［10月22日］
の第７回倉吉ばえん祭でありますとか、いろんな
行事がこれに関連して行われることになります。
ぜひ、この日をまた一つのステップアップの土台
といたしまして、復興を確実なものにし、幸福を
興す福興につなげていく、そういう誓い合う日と
なればと思っております。

　この10月21日には石原良純さん、あるいは岡
村和美消費者庁長官も来られる中、米子市におき
ましてエシカル消費のカンファレンス［エシカル・
ラボinとっとり］も行われることになります。エ
シカル消費はこうした震災など災害からの復興を
支援をすることを消費活動を通じて行うこと、あ
るいは環境問題や貧困問題、これに対しまして消
費活動を通じて貢献をしていくこと、そういう新
しい消費者像や消費の姿を作っていこうというこ
とでありまして、そのイベントも10月21日土曜
日に開催をされることとなります。いろんなそう
した動きがあるわけでございますが、先般は今後
の復興のあり方につきまして第３回鳥取県中部地
震復興会議において民間の皆さま、また行政関係
の首長さんたちなどと話し合う機会を持ちまし
た。そこでの議論を踏まえまして、１つはこの中
部地震でかなり一部損壊が多かったことなど、特
徴ある被災もございました。そういうようなこと
で、住宅復興のための支援制度を急きょ整備をし
たわけであります。具体的には鳥取県被災者住宅
再建支援基金という制度がございまして、これに
基づきまして再建支援金をお出しをする、この対
象を鳥取県独自に半壊にも行っていたところをさ
らに一部損壊のうちの10％被災以上のところに
つきましても対象とすることにし、30万円を給
付する制度を作りました。また、原則５万円のこ
うした被災に対する支援制度を、県独自で設けさ
せていただいたところでございました。

　現在のこの申請状況からしますと、今現在で再
建支援金、基金制度に基づくものにつきましては
７割５分の申請でございまして、また県の方の単

独事業でやっております被災支援の方、こちらに
ついても９割超の申請状況ということでありま
す。そういうようななかで10月21日が申請期限
を迎えることになっております。ただ、これこの
状態のまま単純に打ち切っていいのかどうか、私
自身もそれについて懸念もございまして、中部復
興会議のなかで問題提起をさせていただきまし
た。それで、また首長さんたちの方からも、これ
について弾力的な措置が必要ではないかとこうい
うお話がございました。今、細部を、最終調整を
しておりますけども、10月19日木曜日にこの再
建支援基金につきましての、基金制度の協議会を
開催をさせていただき、そこで最終的に結論を出
すことにいたしたいと思いますが、方針を今まで
のところ中部の市町村中心にしまして関係者と話
し合ってまいりまして、固めさせていただいたと
ころでございます。

　具体的には期限を今年度［平成29年度］末３
月31日まで延長するということで申請を受け付
けることにさせていただこうと、今10月21日が
期限でありますが、これを３月31日まで延長す
ることで10月19日最終的に協議会での議決を経
たいと考えております。また、これと併せまして
県の方の支援金、原則５万円の支援金につきまし
ても同じく今年度［平成29年度］末まで申請期
限を延長する取り扱いに変更させていただきたい
と思います。具体的なやりかたとしては、県の条
例で定まっているものではございますが、それに
ついて協議で決められるセービング・クローズ［但
書き］の部分がございます。それで、その市町村
と県との協議で定めるスキームのなかで１年を経
過した10％～ 20％の世帯、半壊世帯、こうした
ところを年度末まで延長するというようなことを
定める。また、併せまして、要は10％未満のと
ころですね、これについては県の方の要項を改め
ることにいたしまして、これは協議会直接ではあ
りませんが、県サイドでそれに同調させていただ
く、こういう考えかたでございます。

　これによりまして従来の条例との整合性も保
ちながら、事実上取り扱いを半壊あるいは10％
以上20％未満の一部損壊、また10％未満のとこ
ろの一部損壊、そういうのにつきまして年度末ま
で申請を受け付けることが可能になろうかと思い
ます。こうした取り扱いと併せて10月19日には、
今後、じゃあ今回中部地震でできあがりました、
新しいやりかた、これをどういうふうに継承して
いくのか、これについても最終的な方針を定めさ
せていただきたいと思います。今、方針の案とし
て相談を各市町村とまとめてまいりましたところ
は、これは市町村の意見の最大公約数に基づいて
まとめてまいったわけでありますけれども、今回、
この基金制度に基づきます10％以上の一部損壊
30万円の制度については恒久化をするというこ
と、それから一部損壊で10％未満のところ、こ
れにつきましては市町村側の方から、もう少し額
を抑えた上で検討すべきではないかとか、また、
簡易な認定手続きを考えるべきではないかという
ようなご意見が出されてきたところであります。

　それによりまして基金制度としては２万円の支
給額ということで、この10％未満のところを作っ
てはどうだろうか。もちろん市町村レベルでこれ
に上乗せをしたり、そのときの状況によってまた
別途支給ということもあり得るかもしれません
が、恒久的な制度として、コアの部分として２万
円の支給というものを10％未満の一部損壊につ
いても基金制度で盛り込む、これによりまして今
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は緊急避難的にやった措置がこれからも生き続け
ていくことになろうかと思います。それで、併せ
まして今回の中部地震の経験で見えてきたいろん
な不都合な点もございました。例えば半壊世帯で、
いっそのこと家を買い替えてしまおうというかた
だとか、建て替えてしまおうというかたももちろ
ん出るわけでありますが、修繕以外は対象としな
いという従来の制度になっていました。それも不
都合なので、これは修繕以外でも建て替え、買い
替えというものも対象にして半壊住宅に対する助
成金を出しましょうというように付け加えさせて
いただいたり、また、中小規模の賃貸の住宅、大
規模な全国的なアパートのチェーンだとかいろい
ろありますけども、それは別といたしまして個人
経営でやっておられる住宅とほぼ同じように考え
られるようなところ、個人住宅とですね、そうい
うところにつきましてはこの基金制度の対象とす
る。

　さらには住宅に重大な影響を与え得る擁壁、石
垣といったものです。それで、これも対象として
はどうだろうか。具体的には150万円まで補助率
３分の２で支給限度額100万円の制度を基金制度
として付け加えてはどうだろうか。こういうよう
なことなど、今回の中部地震で現実に基金制度に
よる助成制度を運用して、いろいろ不都合がある
のではないかと、関係先から指摘をされて、今回
も地域と共同してやり方を事実上改め始めたとこ
ろにつきまして、恒久制度とさせていただきたい
と考えております。こうした方針に基づきまして
10月19日、基金制度の運用を行います鳥取県被
災者住宅再建支援制度運営協議会に諮りまして、
そこで了承が得られれば、今後、これ県条例［鳥
取県被災者住宅再建支援条例］で最終的には書か
なければなりませんので、県議会に最終的には条
例案を提出をしていく。これによりまして市町村
も次年度［平成30年度］以降の予算を考えると
いうことになろうかと思います。

　市町村の方で懸念をしておりましたのは、基金
の積み戻し方であります。現在までのところ約
10億円執行していますが、申請期限を延長する
などして、さらに基金が目減りすることも考えら
れます。それで、これについては当面20億円を
目標に積み増すことで協議会に諮りたいと思いま
す。それで、その積み方でありますが、積む額の
大きな市を中心にしましてペースを考えてもらい
たいという声もありましたので、年間２億円積む、
あるいは１億円積むで大分ペースは変わってきま
すが、そのいずれかのペースで積むことを選択で
きるようにして、県の方は毎年２億円積むペース
で、できるだけ早く積み戻す格好を目指していき
たいと思いますが、市町村の台所事情などもござ
いますので、毎年１億円積むペースで案分してい
く、それによる市町村の負担部分を積んでもらう
わけでありますが、総額１億円ベースのところで
も積んでも可だというように、そこはフレキシビ
リティ［柔軟性］を与えて積んでもらうというこ
とで、市町村と折り合ってまいりました。こうし
た方針をこの10月19日木曜日にかけさせていた
だきたいと思います。

　また、被災地における企業の復興、さらには今
後に向けて事業拡張もこの際やってしまおうとい
うところでありますが、これまでも宝製菓株式会
社さん、あるいは尾池グループさん、さらには株
式会社明治製作所さんがございましたけれども、
新たに学生服の株式会社トンボさんも西倉吉の工
業団地における事業拡張に向けて動いていただけ

る方向となりました。具体的にはこれから企業さ
んとまた相談させていただくことになりますけど
も、新年度［平成30年度］のいずれかの時期に
拡張部分の開業を目指して動いていくということ
になるそうであります。こうやって１歩、１歩で
はありますが、復興から福興へ、幸福づくりの福
興へ私どもとしても歩みを進めていく、そういう
ターニングポイントを迎えることとなりました。

２　鳥取県中部地震から一年  
○記者
　今月21日のその地震から１年に向けてなんで
すけども、１年経ったことについて今の復興状況
だとか、今後の復興に向けた意気込みというとこ
ろを改めてお聞かせください。

●知事
　発災当初から、鳥取県は小さな県ではあります
けれども、総力を挙げてこの鳥取県中部地震の復
旧・復興、災害避難支援等に回ってまいりました。
関係するいろんな他府県のご協力もいただきなが
ら、政府からも観光面での支援をしてもらったり、
そういうことを仰ぎながら進めてきたところでご
ざいます。前の西部地震や他の地震と比べますと
比較的早く事態が進展しているのは、そういう関
係者、県民の皆さまのがんばりのお陰だと感謝を
申し上げたいと思います。具体的には鳥取県関係
の公共施設、あるいは土木関係の復旧は、大体年
内には終わる目途が立ち始めています。また、市
町村の方もそうしたとんかちの部分は年度末まで
には終わるのではないか、というようになってま
いりました。産業面でも先般、商工関係者のご意
見がありましたが、県が、全国にない制度であり
ますけども、災害に遭われた企業さんが復興され
る、さらにはもう一歩進んでこの際業態を変えた
り、拡張したりということも支援する、経営革新
制度や特別な融資制度、この執行状況が非常にい
いというお話がございまして、商工関係者のお話
では、今、その期限も、平成29年度末まで延長
しているんですけども、恐らく今年度［平成29
年度］いっぱいで大体落ち着いてくるのではない
だろうか、こういうお話が出始めました。また、
先般の復興会議の中でも住宅につきましては一番
心配な屋根の部分、この修理については、ほぼ、
雪の季節の前に片が付くのではないだろうか、そ
ういう言葉が業者の組合などから出ておりまし
て、我々が目指しておりました、できるだけ早く
復旧・復興を進めるというレールの上を、今、私
たち、ふるさと挙げて進んでいるというふうに考
えております。

　ただ、残される課題はいろいろとあろうかと思
います。やはり地震、これはもう東日本大震災で
も熊本地震でもそうでありますが、地方はただで
さえ、今、地方創生という言葉があるぐらい人口
減少であるとか、高齢化であるだとか、いろんな
課題を抱えてコミュニティの維持が難しい時代に
入ってきております。それが、災害がありますと
顕在化するということも言われているわけであり
まして、我々としては住宅復興の支援制度などを
作りまして、早めに手は打っているんですけど、
それでもやはり空き家が目立つ状況が顕在化して
きたとか、そういう課題が生まれてきていたり、
また、特に生活の困窮というのがここ10年ぐら
いでその質が変わってきています。そこで住宅だ
とか、基本的な生きていくための資産の維持・保
守、その辺に困難のあるご世帯も見えてきていま
す。ですから、これは普段からやっている、最終

的には生活保護も含めてそういう社会援護といい
ますか、コミュニティ対策といいますか、そうし
たことを市町村がやはり第一線現場でもう一度腰
を入れてやっていただく必要のある段階に入って
きたのかなと思っています。

　今まではとにかく大方、もう街を元に戻す、そ
れから暮らしを概ね取り戻すところを集中して
やってきましたが、最後にこう、駄目を詰めてい
くといいますか、最後の詰めをしていく、仕上げ
をしていく、それが必要な段階ではないかなとい
うふうに思っております。私どもでも平成30年
度当初予算に向けまして、新年度の編成会議を
今週［10月19日］持ちたいと考えておりますが、
大きなテーマの１つは、今、申し上げた中部地震
など、そうした災害復興の仕上げをすること、こ
れ、大きなテーマだと思っています。あと2つ目
には、そうした当初予算の編成にあたりまして、
我々の方では財政誘導目標というのを作ってやっ
ていました。これを仕上げるのがたまたま来年度
になるわけですね。ただ、片方でこういう地震な
どで今、財源に疲弊、枯渇が見えてきました。そ
れで、そこをどういうふうにやりくりするかとい
う工夫、がんばりが２つ目の焦点になると思って
います。

　こうしたことに新年度［平成30年度］も継続
して取り組んでいくこと、そのための予算編成も
含めた準備を整えていくこと、こうしたことも
中部地震から一周年となる平成29年10月21日以
降の課題ではないかなというふうに考えておりま
す。テーマとしては、リストレーション、元に戻
す復興の時代からハピネスメイキングといいます
か、幸福を作っていく、そういう福興の時期へ移っ
ていく、そういう転換点が今ではないかなという
ふうに考えております。

３　住宅再建支援金制度の期限延長  
○記者
　住宅再建支援金の制度の申請期限を今年度末ま
で延長される方針だということだったんですけれ
ども、ただ単に延長されても、先ほど言われたよ
うな高齢化だとか、それから経済的な困窮のか
たっていうのはなかなか申請ができないっていう
可能性もあるんですけれども、そのかたがたにつ
いては、先ほどのお話と少し関連があるのかもし
れませんけれども、具体的にはどのようにして申
請をしてもらえるように働きかけをしていったり
とか、されるのでしょうか。

●知事
　これ、実際事業者のかたと話をしてみますと、
やっぱり被災の程度にもよるんだと思いますが、

「自分の代ではもうええわ」という選択をされる
ところもあるんですね。それで、それを無理にこ
う補修する必要が、危険でなければ、あるのかど
うかっていうのも実はもう出てきていると。これ、
実際に家の中に入られる業者さんなどのお話であ
ります。ですから、もう今、ラストワンマイル、
最後の段階に入ってきているんだと思うんですよ
ね。ただ、そういう中で厄介といいますか、非常
に問題、課題があるのは生活困窮などと絡んでい
る場合でありまして、これは県と市町村で、共同
で今、運営していますこうした住宅修繕の支援事
業以外のものもやはりあるわけですね。それで、
その辺はやはり市町村に現場で回ってもらって、
それぞれのご家庭と今後の対策というのを考えて
いく、それがやはり必要なことであります。それ
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で、今までも市町村もそういうことも進めておら
れて、アンケート調査であるとか、そういうこと
も既に始められていまして、こうしたことを最後
は1軒、1軒仕上げていく段階に入ってくるのか
なということです。

　今まではとにかくある程度、住家が大量に１万
5,383棟損傷しましたので、大量にこう住宅補修
を進めるために申請を受け付けるということに、
どちらかというと終始していたのかもしれません
けども、そちらの方の手間が一段落してくれば、
補助金・支援金の申請期限も延ばしてありますの
で、その間に１軒、１軒とお話をしていく時間を
ぜひ市町村の方でも取っていただき、そこで何か
課題が見えてきて、新たな何らかの対策が必要と
いうことになれば、県の方でももちろん協議をさ
せていただき、真摯に対応してまいりたいと思い
ます。

　ただ、いろんな支援手段というのがあったり、
例えば住宅のことであれば恒久的に公営住宅等で
お住いになるという選択肢を取られるかたも今出
始めていまして、そういういろんなやり方があり
ますのでこれから一応年度末まで期限を延ばした
なかで、丁寧に対応していくことが肝要だと思っ
ております。

４　住宅再建支援基金制度の検討  
○記者
　住宅再建の基金のことでちょっと確認も含めて
お尋ねしたいんですが、10％未満の一部損壊の
住宅について、県は独自で今回の地震については
制度を設けたんですが、これを恒久的な制度とし
て２万円ということで折り合ったということでし
たが、これは確認としては、まず基金事業として
これを行うということでしょうか。市町村の方に
は一部慎重な意見もそれについてあったように思
うんですが、そこは理解が得られたという話でよ
ろしいんでしょか。

●知事
　これにつきましては市町村長との行政懇談会、
そこでも大分率直な意見交換をさせていただきま
した。それでまた、被災者住宅再建支援基金の協
議会、運営協議会の場におきましても議論をさせ
ていただきました。その後、実は市町村を事務局
ベースで話し合って回っております。それで、元々
行政懇談会に出てきた意見があるわけでありまし
て、それ、市町村長の意見をベースにして折り合
える最大公約数のところを、模索をしてきた結果
が２万円、基金制度、基金でありますので市町村
と県とそれぞれでお金を出し合いながら運用する
制度でありますが、基金制度２万円ということで
折り合ったところでございます。それで、後は大
分強烈な意見があったのは簡便なやり方での認定
制度などでございまして、民間の認定を援用させ
てもらうとか、いろいろとやり方が工夫できるで
はないかと思います。

　そういうようなことも含めて、市町村レベルで
もご理解を今得るに至ったと判断しております。
最終的には、この木曜日［10月19日］に運営協
議会を開催をしてそこで改めて確認をすることに
いたしております。ここで方針が出れば、ただ、
これ実は県条例でやっている制度になっていまし
て、県議会と今後協議をしていくという段階に入
ります。それで２万円というのはどうなのかとい
うご意見は当然あろうかと思うんですけども、こ

れは県市町村の共同事業でやっている、いわば
ベースの部分です。それでここまでは制度的に今
後保障されてくるという部分です。それでそれに
付け加えて何かということは今までも、それぞれ
の市町村でされておられます。もちろん県も被災
の状況によって何かその場で考えることもあるか
もしれません。それで、そういうもの以外の、そ
ういうもののベースになるところで２万円の制度
を恒久化することの意味は非常に大きいと思いま
すし、基金制度を活用することで持続可能なかた
ちになってくるだろうと期待しております。

○記者
　今回はふるさと納税など募金を財源に充てまし
たけども、今後はこの２万円というのは少なくと
も財源この基金を財源として拠出するという理解
でよろしいでしょうか。それから積み戻しのペー
スのことで２年、１年という話がありましたけど、
結局これは10年かけて１億ずつ積み戻していう
ことなんでしょうか。

●知事
　今現在は大体10億円くらい使ったんですけど
も、ただ、今後まだ申請が中部地震でも出てくる
可能性がありますし、実はまだ執行残があります。
申請は受付けていますけども、まだ交付がされて
いない。ですから、14、15億円くらいなるかも
しれませんね、最終的には。そうした場合、例え
ば仮に14億円使ったとすれば２億円であれば７
年間かかると、16億円使ったとすれば８年かか
ると、今のまんま額が増えなければ５年程度で終
わってしまうというようなペースです。その辺は
ただ積む方にはやっぱり予算がありますので、あ
る程度決めをしておく必要がありますから、２億
円ないし１億円のペース、どちらかを選択しても
らうというよなことで今、市町村側と話をまとめ
てきたところであります。

○記者
　２億ないし１億っていうのは最終的に次の協議
会で決めるということでしょうか。

●知事
　いや、選択制を決めるということです。ちょっ
とわかりづらいんですけども、２億円としますと
そのうちの半分１億円は県が出す、それで残りの
１億円を地域の市町村で案分等によって額の算定
方法がありまして、それで決めていく。その決まっ
てきた市町村の額を出してもらうか、あるいは総
額１億円を市町村の割当額、これはその半分の額
になります２億円ペースと。その半分の額で拠出
するけれども、倍の期間かけて拠出しますという
ことを認めるということですね。ですから、どち
らかの方式を市町村の実情に応じて選択していた
だくということを10月19日に確定したいという
ことですね。

○記者
　確か中部地震の発生の前に20億、この基金は
積んでいたかと思うんですけれども、今回一部損
壊の10％以上のところとか、それから10％未満
についても２万円というものを新たに加えるとい
うことでかなり、今後地震がまた発生したときに
取り崩す額っていうのが増える可能性があるかな
と思うんですけれども、また積み戻す額っていう
のは、その中部地震の前のときと同じ20億って
いうところでもう了解が取られているということ
でいいんでしょうか。

●知事

　これは20億円を目指して基金を積み戻すとい
うことです。20億円基金積んだ後、その後どう
するかはまたそのときに運営協議会などで議論す
ることになろうかと思います。また、今回どう
頑張っても20億円までいかないと思うんですね、
中部地震のは。ですから、20億円はそこそこい
い線であったのかもしれません。ただ、これはそ
のときの被災の状況にもよるわけですよね。実は
私どものこの基金制度というのは、いわば年度間
の平準化でありまして、ですから基金が積み上
がってなくても、やっぱりそれを執行していくわ
けですね。足りない額があったとすると、そのと
き、また話し合わなきゃいけませんが、一時的に
県と市町村で支出をするのか等々、要は制度、基
金の額というのは、これは積んであればそれは使
いますけど、積んでなければ使えないということ
でありまして、その辺はですからそのときの被災
時の基金の残高状況によって、実はやり方が変わ
るということは内在されています。

　ですから、じゃあ何が基金なのかというと、多
分これ年度間の平準化ということだと思うんです
ね、これで単年度でものすごい額の支出が出てく
る。それをかなり抑えることができて、要は保険
をかけているような形になっているというふうに
ご理解いただければと思います。ですから、実は
基金の額の設定に多分絶対の額ということはなく
て、積み続けてもいいんですけど、ただ現実には
私どもも20億円でいままで止めたんですね、そ
れ以後も積む予定があったんですが、20億円で
止めたっていう過去の経緯もございまして、今回
まずは20億円を目標にして積んで、そのときに
またどうするかはまた協議するということになろ
うかと思っています。

知事定例記者会見（平成30年１月18日）

１　鳥取県中部地震からの復興への対応  
●知事
　そういう平成30年度当初予算も含めたさまざ
まな、部内協議をしているなかでも１つ焦点にな
りますのは、鳥取県中部地震からの復興をどうい
うふうに進めていくかということだと思います。
これにつきましては、今、住宅の再建に向けまし
て支援制度を県独自で設けてきております。本県
では全国でも初めてになりますけども、一部損壊
も対象にした事業を組もうと、それでこれについ
ては事業の恒久化ということも先般の議会で条例

［鳥取県被災者住宅再建等支援条例］制定をした
ところでございましたが、こうした事業をどうす
るか、それからまた、まだ修復がなかなか手がつ
かないというそうしたご事情に寄り添っていくの
にどうしたらいいか、この辺があろうかと思いま
す。これから今日にでも庁内で話し合いもさせて
いただき、２月に入りまして、地元の中部の市町
村、首長さんであるとか、関係者のかたと会議も
もって対策を決めていきたいと考えているところ
でございますが、具体的には、一つ焦点になるの
は３月いっぱいで住宅再建支援助成制度［被災者
住宅再建等総合支援事業］の方がございますけど、
これが申請締め切りということになっています。
この取り扱いをどうするかについて、市、町の方
にご意見を改めてお聞きすることにしようと思い
ます。

　これについては県としては柔軟に対応すべきか
なと思います。大分申請も済みまして琴浦町のよ
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うに100％いったところもあり、終わって卒業し
ていくというところもあるんですが、被災の厳し
かった地域では３月いっぱいで終了するかどうか
というのは、まだよく分らないところであります。
それで、今、市長さんや町長さん等とも話をして
状況を調べていただいているところでございます
けれども、そうしたなかで我々もこの期限を再延
長するかどうか判断をしなければならないところ
でございまして、市町村のご意見を聞いていく必
要があると思っております。それから、なかなか
思うように家の修理等が進まない等の課題を抱え
ているご世帯もございまして、その辺が申請が終
わらない理由の１つになっているのかなと思いま
す。

　そこでアメリカのハリケーンカトリーナ、平成
17年に襲った大災害でありますけども、そのと
きにアメリカ合衆国連邦緊急事態管理庁FEMAと
言われる組織の方であみだした手法と言われてい
ますが、災害ケースマネジメントというそうした
やりかたを本県としても制度化してはどうだろう
かと思います。これは、具体的には関係機関が一
緒になりまして、１つ１つのそうした世帯の事情
に寄り添って解決策を一緒に考えて提示をしてい
くということであります。もちろんすべて行政が
おんぶに抱っこでできるというものではないわけ
でありますけども、それぞれの世帯が生活を復興
していく、それを支援していくというものであり
まして、生活復興支援チームをそうした関係機関
と一緒に組織をしながら対処していく、こうした
ことで丁寧に寄り添って、今、残された世帯、ご
家庭に対しまして我々も具体的に動いていくと、
そんなことを市町村や関係機関とこれから話し
合って合意ができれば制度化をしてまいりたいと
思います。

　具体的には県はもちろんでありますけれども、
市や町、さらには私どもの方で震災復興活動支援
センターというのを倉吉で作っております。こう
した災害復興支援センター、あるいはそれを今後
発展的に改組しながらサポートするようなセン
ターにしていく、そんなところとも協調させてい
ただくとか、あるいは社会福祉協議会さんである
とか、いろんな関係団体がございます。そうした
ところといわばチームを組んで各世帯の事情を聞
き取りをし、それにはこういう解決策があるんで
はないでしょうかというようなことを話し合う、
そういうなかでやっていく。それで、なかには例
えば家の直し方についても技術者のご意見が必要
だということもあるでしょうし、そんな場合、建
築家を、お世話をする、もちろん庁内にも建築家
もいますし、また、あるいは法律相談等がやはり
いろんな権利関係などで必要だということになれ
ば、そうしたリーガルサポートということも考え
ていく、こんな意味である程度きめ細かに対応し
ていかないと、ここから先はなかなか前に進みに
くいところも出てきていると思います。

　そういう意味で災害復興支援チームを組織をし
て、アメリカでやっていたようなそういう災害
ケースマネジメントの手法、こういうものを本県
としても制度化して導入をしていくことを検討し
てみたいなと思います。こんなアイデアも含めて
市町村や関係者とこれから２月にかけまして協議
をし、具体的にそれぞれの議会なり予算なり、あ
るいは運用、組織編成なりに活かしていきたいと
いうふうに考えております。

２　生活復興支援チームの今後の予定等  
○記者
　生活復興支援チームというお話が出ていますけ
れども、このチームについてもう少し具体的にお
伺いしたいんですが、関係機関、市や町や震災復
興支援センターを活動的に改組といったことです
けど、どんな関係機関が集まってどのようなプロ
セスを踏んでいつごろ形にしていくのか、あと、
アメリカの政府に学んだというか、参考にしたと
いうことですけども、その制度をもう少しどんな
ものなのか、詳しくお聞きできればと思います。
お願いします。

●知事
　結局、あの平成17年に発生したハリケーンカ
トリーナ災害のときもそうなんですけど、やっぱ
り生活を再建をしていくためにはいろんなアプ
ローチが必要になります。アメリカのFEMAとい
うのは災害専門の緊急対策ができる危機管理庁で
ございまして、このFEMAにおいていろんな政策
資源というものを統合してやっていこうというも
のであります。だから、私どもも、今、実はロー
ラーをかけるように鳥取県独自の住宅再建支援、
それから復旧支援ということを進めて、かなりス
ピード感もって進んできたのは事実であり、ご覧
いただくとお分かりいただけるように大分ブルー
シートがこの1年でとれてきているわけでござい
ます。ただ、どうしてもそれがここから先になり
ますと今まではローラーをかけて皆さまも、じゃ
あ、この支援金も活用し、事業も活用しやってい
きましょうといってどんどん進んできたんですけ
ども、ここにくると結構いろんな政策アプローチ
を含めて考えないと対応できないケースが見えて
きているということです。だから、前に進んだた
めにその辺がクローズアップそれてきたというこ
とだと思っています。ですから、単に住宅の復興
支援の補助制度があればいいということだけでも
なくて、例えば住宅の直しかたのアドバイスであ
るとか、それから生活困窮ということであれば福
祉的なアプローチであるとか、それから法律問題
が実は係わっているとか、その辺をやはり解いて
いかなければならないケースが残ってきていると
いう認識です。ですから、これを例えば市の方の
住宅担当だとか、福祉保健担当だとか、それで私
どもも建築の専門の職員だとか、それからさまざ
まな支援策、公営住宅も含めてそういうものがあ
りますし、社会福祉協議会には社会福祉協議会の
資源もありますし、実は復興支援センターという
のはNPOや地域活動を支えるセンターでござい
まして、そうしたところでの民間のがんばりとい
うものを活用しながらやっていく、今、もう復興
支援隊縁（えにし）っていうボランティア組織が
できていますけど、そうしたところなどの応援な
どもあり得ようかと思いますけども、そういうい
ろんなかたがたに係わっていただきながら、１つ
１つ最終的には解決していかなければならない。

　あるいはもういっそ考えかたを変えて別の展開
を図るということもあるかもしれませんし、ただ、
それは個別の事情に即していかなければいけない
ですね。ですから、それを丁寧にここから先はやっ
ていく必要があるだろうということであります。
まだ市町村とこれから話し合っていかなければな
りませんので、今はまだ構想段階とご理解をいた
だきたいと思います。それで、今日［１月18日］
まずは、鳥取県の県庁のなかのいろんな政策資源
をどうやって総合していくかということ、あるい
は今後の復興の進めかた、これはまちづくりの問

題もあると思うんです。それで、例えば商店街の
補助制度なども活用しながらまちづくりをやって
いくとか、CCRCという手法もありますし、そう
いうようなことをいろいろと今後どうやって進め
ていくかまず今日はちょっと庁内でも話をした上
で、２月の早めの段階で、市町村長や産業関係、
まちづくり関係の皆さんと一緒に今後の進めかた
を話し合ってみたい。そのなかでそういう災害
ケースマネジメントといった手法、これも議論さ
せていただき、関係者のご理解とご協力が得られ
ということになれば、それを今度制度化していく、
スタートしていく、特に新年度に向けては予算対
策も必要であれば、予算なども計上していくとい
うことになろうかと思います。今、各市町村も県
もそういう予算編成などの佳境に入っていますの
で、ある程度のタイミングで話をすり合わせてい
きたいと思っています。

○記者
　今の関係でチームを組んで、チームも組んでと
いうことで組織していくというような言葉がござ
いましたけども、今、中部総合事務所に復興本部
というのがございますが、この組織のなかにそう
いうチームを作るということなのか、それともあ
る程度慨成したということで、本部は解散してそ
のチーム形式で市町村とも一緒になってフォロー
していくというのか、その組織的な部分でのお考
えをお聞かせください。

●知事
　例えば病院でいったらチーム医療といいます
ね、お医者さんや看護師やあるいはリハビリやら、
そういうかたがたがいわば１つのチームとなって
患者さんと向き合っていく、それと一緒の考えか
たのチームでありまして、県庁の組織のチームで
はありません。むしろそういう関係者のかたがた
と垣根を越えて協力していくチームを形成してい
くということであります。やはり一義的にはどう
しても本当に個別のことになりますので市町村が
前に出ていただかなければならないことはあると
思いますけども、ただ、それだけで解決できない
ことが多いわけでありまして、私どももパート
ナーとして一緒に向き合っていこうじゃないか
と、そういうことであります。ですから、復興本
部の中に何かそうした支援チームを作るというこ
とではなくて、バーチャルでもないんですけども、
現実に何名かが一人ひとりに係わっていくとい
う、そうしたチームというイメージですね。はい。


